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は じ め に 

 
平成 25 年度は、第五次羽村市長期総合計画の 2年目にあたり、基本構想に掲

げた羽村市の将来像の実現に向けた足取りを、更に力強く、確実なものとする

必要があります。 

そのためには、羽村市行財政改革基本計画に基づき、積極的な行財政改革に

取り組むことで、強固な財政基盤を確立し、第五次羽村市長期総合計画に掲げ

た事業を計画的に推進していかなければなりません。 

しかし、我が国においては、東日本大震災からの復旧復興、外交問題、景気

対策、財政再建などの重要な課題が山積され、基礎自治体である羽村市にとり

ましても、地方分権改革や社会保障をはじめとする様々な懸案事項が存在する

ことから、自主自立の自治体経営がますます求められており、市政を取り巻く

環境は大きな変革期を迎えております。 

この荒波を乗り越えるためには、行政課題を先送りすることなく、変革と創

造による自律的な行財政運営に取り組み、新たな飛躍につながる施策や事務事

業を積極的に展開していくことが重要であり、今回、平成 25 年度の主要な事務

事業計画と平成 27 年度までの見通しを 3か年計画として取りまとめました。 

私は、子どもから高齢者まで、羽村市に暮らす全ての市民の皆様の生活不安

の払拭、市民の自主的な生涯学習活動とコミュニティの推進、産業の活性化、

地球温暖化対策、都市基盤整備など、市民生活の真の豊かさと安心を確かなも

のとしていくために具現化した計画事業を着実に実施してまいります。 

第五次羽村市長期総合計画の実施計画に掲げた事業を展開するにあたり、市

民の皆様並びに関係各位のご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

  平成 25 年 2 月 

 

羽村市長  並木 心    
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第１編　総論
１　長期総合計画の構成

２　実施計画の性格と位置づけ

３　計画期間

４　計画事業

　
本実施計画の計画期間は平成25年度から平成27年度までの3年間とします。計画事業の進行管

理や行政評価による検証を行いながら、毎年度見直しを行っていきます。

　本実施計画では、『はむらの「絆」プロジェクト』推進事業を含む基本目標別等の主な事業に
加え、各施策の基本方針に基づく新規・レベルアップ事業を計画事業としています。

　
　第五次羽村市長期総合計画は、基本構想（計画期間１０年）、基本計画（前期・後期各計画期
間５年）、実施計画（計画期間３年）で構成しています。

実施計画は、基本構想に掲げた将来像「ひとが輝き みんなでつくる 安心と活力のまち
はむら」の実現に向けて、基本計画に位置づけた施策に基づいて、市が実施する具体的な事業や
そのための経費を示す計画です。社会経済情勢の変化などに対応し、財政的な裏づけを持った計
画とするため、毎年度見直すローリング方式としています。

はむらの「絆」プロジェクトはむらの「絆」プロジェクト

基本構想を推進するために基本構想を推進するために

基本構想（計画期間 10年）

基本理念 自立と連携

将来像 ひとが輝き みんなでつくる 安心と活力のまち はむら

施策の大綱
基本目標１ 生涯を通じて学び育つまち基本目標１ 生涯を通じて学び育つまち

基本目標２ 安心して暮らせる支えあいのまち
基本目標２ 安心して暮らせる支えあいのまち

基本目標３ ふれあいと活力のあふれるまち
基本目標３ ふれあいと活力のあふれるまち

基本目標４ ひとと環境にやさしい安全で快適なまち基本目標４ ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

実施計画（計画期間 ３年）実施計画（計画期間 ３年）

基本計画（計画期間 ５年）

１ 基本計画プロジェクト

２ 基本目標別計画

基本目標１

子ども・生涯学習
の分野

基本目標１基本目標１

子ども・生涯学習
の分野

基本目標２

福祉・健康
の分野

基本目標２基本目標２

福祉・健康
の分野

基本目標３

市民生活・産業
の分野

基本目標３基本目標３

市民生活・産業
の分野

基本目標４

環境・都市整備
の分野

基本目標４基本目標４

環境・都市整備
の分野

基本構想を推進するために
基本構想を推進するために

３ 基本構想を推進するために
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５　財政収支の想定

＜歳入＞  （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

10,111 48.2% 10,497 50.6% 10,711 51.7%

1,717 8.2% 1,608 7.7% 1,563 7.5%

う ち 地 方 交 付 税 500 2.4% 429 2.1% 376 1.8%

2,888 13.8% 2,748 13.2% 2,904 14.0%

2,930 14.0% 3,049 14.7% 3,080 14.9%

936 4.4% 903 4.4% 704 3.4%

1,312 6.2% 842 4.1% 658 3.2%

財 政 調 整 基 金 886 4.2% 550 2.7% 400 1.9%

特 定 目 的 基 金 426 2.0% 292 1.4% 258 1.3%

1,086 5.2% 1,100 5.3% 1,091 5.3%

20,980 100.0% 20,747 100.0% 20,711 100.0%

＜歳出＞

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

3,549 16.9% 3,542 17.1% 3,529 17.0%

3,209 15.3% 3,149 15.2% 3,197 15.4%

5,728 27.3% 5,807 28.0% 5,811 28.1%

3,034 14.5% 2,967 14.3% 2,901 14.0%

1,113 5.3% 1,140 5.5% 1,107 5.4%

2,736 13.0% 2,930 14.1% 3,069 14.8%

1,274 6.1% 938 4.5% 815 3.9%

337 1.6% 274 1.3% 282 1.4%

20,980 100.0% 20,747 100.0% 20,711 100.0%

（単位：百万円）

※歳入・歳出を同額とする予算ベースで試算していることから、年度末の基金残高には、経費削
減等による繰越金等の基金積み立ては計上しておりません。

特 定 目 的 基 金 等 2,149 2,017 1,919

財 政 調 整 基 金 1,092 542 142

金　額 金　額 金　額

合 計

年度末基金残高の推計

区 分
平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末

公 債 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

そ の 他

人 件 費

物 件 費

扶 助 費

補 助 費 等

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

市 債

基 金 繰 入 金

そ の 他

合 計

市 税

各種譲与税･交付金等

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

本実施計画の財政収支は、平成24年度の決算見込額をベースに、現在の税財政制度や経済情勢
等を勘案し、平成27年度までを試算したもので、平成25年度は当初予算（案）を反映していま
す。

市税収入が大きく減少している状況が続いていますが、市内企業の最近の業況などから、市税
に一定の伸びを見込むとともに、財政調整基金や市債を有効に活用し、行政需要に対応していく
ものとしています。

今後も、国の緊急経済対策や税制改正の動向を注視しながら、健全で安定的な財政運営が図ら
れるよう、事務事業の検証と見直しによる一層の歳出削減、特定財源や新たな歳入の確保及び市
税収納率の一層の向上に取組んでいきます。

一般会計財政収支試算

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度
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＜歳入＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

国 民 健 康 保 険 税 1,288 19.9% 1,382 20.5% 1,361 19.5%

国 庫 支 出 金 1,221 18.8% 1,275 18.9% 1,370 19.7%

療 養 給 付 費 等 交 付 金 210 3.2% 214 3.2% 171 2.5%

前 期 高 齢 者 交 付 金 1,663 25.6% 1,732 25.7% 1,802 25.8%

都 支 出 金 286 4.4% 300 4.5% 315 4.5%

共 同 事 業 交 付 金 658 10.1% 691 10.2% 726 10.4%

繰 入 金 1,154 17.8% 1,150 17.0% 1,227 17.6%

そ の 他 13 0.2% 2 0.0% 2 0.0%

合 計 6,493 100.0% 6,746 100.0% 6,974 100.0%

＜歳出＞

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

総 務 費 87 1.3% 80 1.2% 87 1.3%

保 険 給 付 費 4,403 67.8% 4,592 68.1% 4,739 68.0%

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 875 13.5% 901 13.3% 928 13.3%

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 1 0.0% 1 0.0% 1 0.0%

老 人 保 健 拠 出 金 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

介 護 納 付 金 357 5.5% 368 5.4% 379 5.4%

共 同 事 業 拠 出 金 686 10.6% 720 10.7% 756 10.8%

保 健 事 業 費 59 0.9% 59 0.9% 59 0.8%

そ の 他 25 0.4% 25 0.4% 25 0.4%

合 計 6,493 100.0% 6,746 100.0% 6,974 100.0%

＜歳入＞ （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

後期高齢者医療保険料 408 47.5% 444 47.6% 486 47.9%

繰 入 金 416 48.5% 452 48.5% 490 48.3%

そ の 他 34 4.0% 36 3.9% 39 3.8%

合 計 858 100.0% 932 100.0% 1,015 100.0%

＜歳出＞

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

総 務 費 4 0.5% 7 0.8% 5 0.5%

保 険 給 付 費 17 2.0% 18 1.9% 19 1.9%

広 域 連 合 納 付 金 811 94.5% 880 94.4% 963 94.9%

保 険 事 業 費 24 2.8% 26 2.8% 27 2.6%

そ の 他 2 0.2% 1 0.1% 1 0.1%

合 計 858 100.0% 932 100.0% 1,015 100.0%

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

区 分

後期高齢者医療会計財政収支試算

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

国民健康保険事業会計財政収支試算

平成25年度 平成26年度 平成27年度
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＜歳入＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

保 険 料 576 22.2% 599 21.8% 645 21.0%

国 庫 支 出 金 479 17.9% 517 17.9% 561 17.9%

支 払 基 金 交 付 金 713 26.8% 770 28.0% 832 28.0%

都 支 出 金 384 15.3% 413 14.7% 448 14.7%

繰 入 金 476 17.8% 549 17.6% 585 18.4%

合 計 2,628 100.0% 2,848 100.0% 3,071 100.0%

＜歳出＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

総 務 費 122 5.0% 138 4.6% 145 4.8%

保 険 給 付 費 2,443 91.5% 2,629 93.0% 2,839 92.3%

地 域 支 援 事 業 費 61 2.5% 79 2.3% 85 2.8%

そ の 他 2 1.0% 2 0.1% 2 0.1%

合 計 2,628 100.0% 2,848 100.0% 3,071 100.0%

＜歳入＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

国 庫 支 出 金 0 0.0% 28 6.3% 0 0.0%

都 支 出 金 0 0.0% 11 2.5% 0 0.0%

繰 入 金 308 74.2% 402 91.0% 401 99.8%

財 産 収 入 1 0.2% 1 0.2% 1 0.2%

市 債 106 25.6% 0 0.0% 0 0.0%

そ の 他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合 計 415 100.0% 442 100.0% 402 100.0%

＜歳出＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

総 務 費 193 46.5% 73 16.5% 73 18.2%

事 業 費 119 28.7% 256 57.9% 208 51.7%

公 債 費 103 24.8% 113 25.6% 121 30.1%

そ の 他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合 計 415 100.0% 442 100.0% 402 100.0%

※　福生都市計画事業羽村駅西口土地区画整理事業会計は普通会計に含まれます。

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

区 分

福生都市計画事業羽村駅西口土地区画整理事業会計財政収支試算

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

介護保険事業会計財政収支試算

平成25年度 平成26年度 平成27年度
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＜歳入＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、以下同様）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

分 担 金 及 び 負 担 金 0.0% 0.0% 0.0%

使 用 料 及 び 手 数 料 724 56.5% 724 60.4% 723 60.1%

国 ・ 都 支 出 金 16 1.3% 12 1.0% 17 1.4%

繰 入 金 420 32.8% 377 31.4% 366 30.4%

諸 収 入 1 0.1% 1 0.1% 1 0.1%

市 債 119 9.3% 85 7.1% 96 8.0%

そ の 他 0.0% 0.0% 0.0%

合 計 1,280 100.0% 1,199 100.0% 1,203 100.0%

＜歳出＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

総 務 費 501 39.1% 501 41.8% 501 41.6%

事 業 費 162 12.7% 126 10.5% 155 12.9%

公 債 費 615 48.0% 571 47.6% 546 45.4%

そ の 他 2 0.2% 1 0.1% 1 0.1%

合 計 1,280 100.0% 1,199 100.0% 1,203 100.0%

＜収益的収支（税抜）＞ （単位：百万円）

ａ ． 収 益 的 収 入

ｂ ． 収 益 的 支 出

損 益 （ ａ － ｂ ）

＜資本的収支（税込）＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

ｃ ． 資 本 的 収 入

企 業 債

工 事 負 担 金

補 助 金

ｄ ． 資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

収支過不足額（c-d）

（単位：百万円）

予 算 総 額 21,011 20,711 20,636

金　額 金　額 金　額

※　資本的収入額が、資本的支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金等で補てんすることとしてい
ます。

普通会計予算総額の推移

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

-516 -519 -564

1 1 1

331 339 349

184 179 214

516 519 564

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

金　額 金　額 金　額

26 245 279

882 869 825

908 1,114 1,104

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

金　額 金　額 金　額

区 分

水道事業会計財政収支試算

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

下水道事業会計財政収支試算

平成25年度 平成26年度 平成27年度
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第２編　はむらの「絆」プロジェクト

プロジェクト概念図

～すべての人がつながる「安心と活力のまち」を目指して～

前期基本計画に掲げた『はむらの「絆｣プロジェクト』は、人と人とのつながりや地域の絆に
関する4つの視点のもと、46のプロジェクト推進事業で構成しています。本実施計画の計画事業
にも明記し、それぞれの視点を意識した事業展開を図っていきます。

　第五次羽村市長期総合計画に掲げた市の将来像を実現していくためには、総合的なまちづくり
を推進するとともに、特に横断的に取り組むべき課題に対しては、市民・事業者・行政が一丸と
なって対応していく必要があります。

前期基本計画において、『はむらの「絆｣プロジェクト』に掲げた46事業は、すべての人がつ
ながる「安心と活力のまち」を目指し、4つの視点に立って取り組むことで、より効果を発揮す
る事業を抽出しています。
　市では、これら46のプロジェクト推進事業に取り組み、各事業の進行管理に努めていきます。

 

みんなの 

「絆」を育む 

地域の絆が育つ土壌をつくります 

 

みんなが 

 

 

地域活動の出番と活躍

への一歩です 

 

みんなを 

「絆」で結ぶ 

だれもが孤立すること

なくつながります 

 

みんなの 

「絆」が力に 

地域の絆がまちを元気

にします 

 
 
 

はむらの「絆」プロジェクト 
 
 

～すべての人がつながる「安心と活力のまち」を目指して～ 

～みんなで進める～ 

 
 
ひとが輝き みんなでつくる 安心と活力のまち はむら 

４つの視点

「絆」を支える 
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No.1 地域活動団体（青少年対策地区委員会等）への支援 No.14 アクティブシニア向け講座等の充実

No.2 生涯学習センターゆとろぎ市民協働事業の推進 No.15 インターネットを活用したソーシャルネットワークづくり

No.3 国民体育大会の開催とスポーツの推進 No.16 ＮＰＯ法人等の設立・活動支援

No.4 社会教育関係団体の活動の充実に向けた支援 No.17 市民活動センターの運営

No.5 地域自立支援連絡会の運営 No.18 協働事業の市民提案制度の実施

No.6 町内会・自治会活動への支援 No.19 外国人市民への日本語指導等の充実

No.7 地域活動団体連携協議会の設置・運営 No.20 消防団員の確保

No.8 市内事業者との応援協定（災害時）の締結 No.21 援農ボランティア制度の運用の充実

No.9 市民防犯活動の支援 No.22 緑地保全活動の支援

No.10 地域商業への支援 No.23 公園ボランティア等の支援

No.11 商工会活動への支援 No.24 多様な市民参画の推進

No.12 商店会等の活性化

No.13 各種イベントの充実

No.25 子どもや家庭への相談支援の集中化 No.39 地域防災計画の見直し・推進

No.26 子育てひろば事業の拡充 No.40 羽村市防犯、交通安全及び火災予防推進計画の見直し

No.27 スクールソーシャルワーカーの充実 No.41 都市計画制度を活用した土地利用の規制・誘導

No.28 子ども・若者支援地域協議会の設置 No.42 羽村駅西口土地区画整理事業の推進

No.29 民生・児童委員（社会福祉委員）活動の支援 No.43 コミュニティバスはむらん運行の充実

No.30 小地域ネットワーク活動の支援 No.44 市道第101号線・102号線道路改修事業

No.31 福祉サービス総合支援事業 No.45 双葉町地区の公園の整備

No.32 社会福祉協議会の支援 No.46 市民にわかりやすい広報紙づくり

No.33 要介護者等の相談支援事業

No.34 相談支援事業（障害者福祉）

No.35 男女共同参画の推進

No.36 多文化共生への理解を深める講座等の実施

No.37 災害時の情報伝達手段の強化

No.38 市民相談の充実

絆プロジェクト推進事業

①みんなの「絆」が力に“地域の絆がまちを元気に
します”

②みんなが「絆」を支える“地域活動の出番と活躍への
一歩です”

③みんなを「絆」で結ぶ“だれもが孤立することな
くつながります”

④みんなの「絆」を育む“地域の絆が育つ土壌をつくり
ます”
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第３編　基本目標別計画

施策の体系図

＜基　　本　　目　　標＞ ＜基　　本　　施　　策＞ ＜施　　策＞

１　子育て

２　保育・幼児教育

３　学校教育

４　子ども・若者

３ 生涯学習の推進 ５　生涯学習

６　地域福祉

７　高齢者福祉

８　障害者福祉

９　生活福祉

10　社会保険

２ 安心を支える健康づくりと
保健・医療の充実

11　保健・医療

12　市民活動

13　共生社会

14　防災

15　交通安全

16　防犯

17  基地対策

18　工業

19　商業

20　農業

21  消費生活

22　観光

23　自然環境

24　都市環境

25　循環型社会

26　土地利用

27　都市基盤整備

28　公共交通

29　道路

30　公園

31　住宅

32　上水道

33　下水道

４　ひとと環境にやさしい
　　　　　安全で快適なまち

【環境・都市整備の分野】

２ 自然と調和した安全で快適な
都市の形成

【市民生活・産業の分野】 ２ 地域とともに歩む魅力ある
産業の育成

１ 未来につなぐ環境都市の実現

【福祉・健康の分野】

１ ともにつくる住みよい地域社会
の実現

３　ふれあいと活力のあふれるまち

【子ども・生涯学習の分野】

１ 助けあい支えあう福祉社会の
実現

２　安心して暮らせる支えあいのまち

１ 子育て支援と保育・幼児教育
の充実

１　生涯を通じて学び育つまち
２ 学校教育の充実と次代を担う

子ども・若者の育成
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ページの見方

基本方針

１　子育て家庭へのサービスの提供

２　地域における子育て家庭への支援の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
63%

（平成22年度）
75%

指標２ ― 300件

指標３
64件

（平成22年度）
50件

１　生涯を通じて学び育つまち

すべての子どもが良質な成育環境のもとで、健やかに育つことができるよう支援を行いま
す。また、市民、関係機関、事業者等と連携して、地域全体で子育て家庭を支援する環境を
整備します。

今後の
方向性

指標名

１　子育て支援と保育・幼児教育の充実
１　子育て

市政世論調査における子育て支援施策へ
の満足度

乳児家庭全戸訪問事業の訪問件数

虐待、養育困難家庭の件数

目標指標

基本計画に
施策ごとに
掲げた基本
的な事項を
まとめてい
ます。

計画事業名

担当課及び関
連課を示して
います。

事業の管理番号として、全て
の事業に固有の番号を付して
います。
「主」は、基本計画に示した主
な事業であることを示します。

事業に充当する特定
財源を記載していま
す。
一般財源、市債、特定
防衛施設周辺整備調
整交付金、市町村総
合交付金は除きます。

事業に必要な経費
を記載しています。
職員人件費は除き
ます。

予算書の予算事業名
を記載しています。

基 本 計 画
に 掲 げ た
目 標 指 標
を掲載して
います。

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週3日（3時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週3日（3時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週5日（7時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週5日（7時間）

歳入　（千円） 7,463 7,463 7,463 7,463
歳出　（千円） 16,559 16,581 20,571 20,571

子育て支援課・保育課

児童館、保育園等身近な施設における子育て相談や親子参加型講座の充実を図り、親の子育て力の向上や親子の絆を深めま
す。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

子育てひろば事業の拡充　（1-6主） 

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

「絆」は、はむら
の「絆」プロジェ
クト推進事業で
あることを示し
ます。

平成24年度は決
算見込み（平成25
年1月時点）、平成
25年度～27年度
は予算ベースの金
額を記載していま
す。
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基本方針

１　子育て家庭へのサービスの提供

２　地域における子育て家庭への支援の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
63%

（平成22年度）
75%

指標２ ― 300件

指標３
64件

（平成22年度）
50件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ニーズ調査の実施

子ども・子育て会議の設
置、開催

子ども・子育て支援事業
計画の策定準備

子ども・子育て会議の開
催

子ども・子育て支援事業
計画の策定

子ども・子育て支援事業
計画の推進

歳入　（千円） 0 2,547 0 0
歳出　（千円） 0 4,484 2,969 0

№ 2 子育て支援課・健康課

平成25年度 平成26年度 平成27年度

こんにちは赤ちゃん訪問
事業　訪問件数260件

養育支援訪問
訪問延件数120件

こんにちは赤ちゃん訪問
事業　訪問件数270件

養育支援訪問
訪問延件数140件

こんにちは赤ちゃん訪問
事業　訪問件数280件

養育支援訪問
訪問延件数140件

こんにちは赤ちゃん訪問
事業　訪問件数290件

養育支援訪問
訪問延件数160件

歳入　（千円） 277 254 296 296
歳出　（千円） 531 509 592 592

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

親教育のための連続講
座
年1回（1講座6回）

親の子育て力向上のた
めの講座年1回

親教育のための連続講
座
年1回（1講座6回）

親の子育て力向上のた
めの講座（年2回）

親教育のための連続講
座
年2回（1講座6回）

親の子育て力向上のた
めの講座（年2回）

親教育のための連続講
座
年2回（1講座6回）

親の子育て力向上のた
めの講座（年2回）

歳入　（千円） 133 141 191 191
歳出　（千円） 267 283 382 382

予定事業費

主な予算事業名 子ども・子育て支援事業計画策定に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課・児童青少年課・保育課

地域での子ども・子育てに関するニーズを把握した上で、多様化する市民の生活スタイルや価値観、地域の実情に即した子育て
支援施策の新たな事業計画を策定、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

子ども・子育て支援事業計画の策定及び推進　（1-8）

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

子育てに関する悩みや不安を軽減し、親の子育て力を向上させるための講座等を充実します。

平成24年度（現況）
3か年計画

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

子育て支援課・生涯学習センターゆとろぎ家庭教育への支援　（1-2主）

訪問型子育て支援サービス事業の充実（乳児家庭全戸訪問・養育支援訪問の充実）　（1-1主）

事業内容
事業量等

予定事業費

乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する必要な情報提供を行います。また、養育が困難な家庭に、育児相談や養育支援ヘル
パーの派遣を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

市政世論調査における子育て支援施策へ
の満足度

乳児家庭全戸訪問事業の訪問件数

虐待、養育困難家庭の件数

目標指標

１　生涯を通じて学び育つまち

すべての子どもが良質な成育環境のもとで、健やかに育つことができるよう支援を行いま
す。また、市民、関係機関、事業者等と連携して、地域全体で子育て家庭を支援する環境を
整備します。

今後の
方向性

指標名

１　子育て支援と保育・幼児教育の充実
１　子育て
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

子ども支援ネットワーク会
議の開催（年3回）

連携のあり方について検
討

子ども支援ネットワーク会
議の開催（年3回）

子ども家庭支援センター
と教育相談室との定期的
な情報交換の機会等を実
施（年2回）

子ども支援ネットワーク会
議の開催（年3回）

子ども家庭支援センター
と教育相談室との定期的
な情報交換の機会等を実
施（年2回）

子ども支援ネットワーク会
議の開催（年3回）

子ども家庭支援センター
と教育相談室との定期的
な情報交換の機会等を実
施（年2回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

自立支援教育訓練給付
1件
高等技能訓練促進費給
付　13件
母子自立支援プログラム
策定事業　10件

ひとり親相談会開催

自立支援教育訓練給付
1件
高等技能訓練促進費給
付　10件
母子自立支援プログラム
策定事業　10件

ひとり親相談会開催

自立支援教育訓練給付
1件
高等技能訓練促進費給
付　10件
母子自立支援プログラム
策定事業　10件

ひとり親相談会開催

自立支援教育訓練給付
1件
高等技能訓練促進費給
付　10件
母子自立支援プログラム
策定事業　10件

ひとり親相談会開催

歳入　（千円） 13,042 10,140 9,452 9,452
歳出　（千円） 17,208 13,254 12,763 12,763

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

子ども家庭支援センター
による相談支援

心理相談員による児童館
での出張相談　年15回

庁用自動車の配備

子ども家庭支援センター
による相談支援

心理相談員による児童館
での出張相談　年18回

子ども家庭支援センター
による相談支援

心理相談員による児童館
での出張相談　年18回

子ども家庭支援センター
による相談支援

心理相談員による児童館
での出張相談　年21回

歳入　（千円） 6,082 2,109 2,114 2,114
歳出　（千円） 8,394 4,218 4,228 4,228

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週3日（3時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週3日（3時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週5日（7時間）

地域子育て支援センター
2箇所

児童館における子育てひ
ろば事業3館
相談日：週5日（7時間）

歳入　（千円） 7,463 7,463 7,463 7,463
歳出　（千円） 16,559 16,581 20,571 20,571

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課・保育課

児童館、保育園等身近な施設における子育て相談や親子参加型講座の充実を図り、親の子育て力の向上や親子の絆を深めま
す。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

子育てひろば事業の拡充　（1-6主） 

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課

子どもと家庭を支援するための相談を実施します。また、関係機関とのネットワークを構築し、養育困難な家庭の支援や児童虐待
への対応を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

子ども家庭支援センターの充実　（1-5主） 

予定事業費

主な予算事業名 ひとり親家庭の援護に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課

ひとり親家庭が経済的に自立し生活の安定が図れるよう、就業支援や経済的支援等を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

ひとり親家庭就業支援事業等の充実　（1-4主） 

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課・教育相談室

乳幼児期から義務教育期にある子どもや家庭、保護者に対する相談支援について、子ども家庭支援センターの相談員と教育相談
室の相談員やスクールソーシャルワーカーなどが連携して対応できるよう、子ども家庭支援センターと教育相談室の機能の集中化
に取り組んでいきます。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

子どもや家庭への相談支援の集中化　（1-3主） 
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№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度
あかちゃん休憩室の表示
施設
（累計28か所）

あかちゃん休憩室を表示
したマップの配布

あかちゃん休憩室の表示
施設
新規4か所（累計32か所）

あかちゃん休憩室を表示
したマップの配布

あかちゃん休憩室の表示
施設随時登録を受付

民間事業所等への働き
かけ

あかちゃん休憩室を表示
したマップの配布

あかちゃん休憩室の表示
施設随時登録を受付

民間事業所等への働き
かけ

あかちゃん休憩室を表示
したマップの配布

歳入　（千円） 90 71 71 71
歳出　（千円） 181 142 142 142

予定事業費

主な予算事業名 子育て支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

子育て支援課・産業課

公共施設を中心に、市内の保育園・幼稚園、商店等の協力を得て、おむつの取替えや授乳ができる「あかちゃん休憩室」を設置
し、保護者が安心して乳幼児を連れて外出できるよう支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

あかちゃん休憩室事業の実施　（1-7主）
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基本方針

１　保育サービスの充実

２　幼児教育の充実

３　幼児期から小学校就学期への移行支援

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
7人

（平成23年4月）
0人

指標２
75%

（平成23年度）
100%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度
私立保育園1園の建替支
援

私立保育園1園の建替支
援（平成24年度からの継
続事業）

私立保育園２園の建替支
援
（市立保育園から移管後
の私立保育園）

私立保育園２園の建替支
援
（うち１園は、市立保育園
から移管後の私立保育
園）

歳入　（千円） 19,149 172,349 346,500 346,500
歳出　（千円） 21,164 190,491 404,250 404,250

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

2時間延長保育の実施
（実施園：2園）

2時間延長保育の実施
（実施園：2園）

2時間延長保育の実施
（実施園：2園）

2時間延長保育の拡充
（実施園：3園）

歳入　（千円） 2,522 2,522 2,522 4,256
歳出　（千円） 8,496 8,496 8,496 14,338

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

東京都福祉サービス評価
推進機構の定める第三
者評価または利用者調
査の実施

実施施設：市立保育園1
園、私立保育園8園、認
証保育所3園

東京都福祉サービス評価
推進機構の定める第三
者評価または利用者調
査の実施

実施施設：私立保育園10
園、認証保育所3園

東京都福祉サービス評価
推進機構の定める第三
者評価または利用者調
査の実施

実施施設：私立保育園11
園、認証保育所3園

東京都福祉サービス評価
推進機構の定める第三
者評価または利用者調
査の実施

実施施設：私立保育園11
園、認証保育所3園

歳入　（千円） 2,050 1,800 1,800 1,800
歳出　（千円） 2,300 1,800 1,800 1,800

予定事業費

主な予算事業名 保育の実施に要する経費・市立保育園の運営に要する経費外

事業内容
事業量等

保育課

市内の保育園等で実施している第三者評価または利用者調査の継続的実施を促進し、その結果を職員の資質向上や事業者の
改善意欲の向上につなげ、保育サービスの質のさらなる向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

第三者評価の促進　（2-6）

予定事業費

主な予算事業名 保育の実施に要する経費

事業内容
事業量等

保育課

多様な保育ニーズに対応するため、2時間延長保育を拡充します。

平成24年度（現況）
3か年計画

延長保育事業の実施　（2-5）

予定事業費

主な予算事業名 私立保育園の助成に要する経費

事業内容
事業量等

保育課

民間認可保育園の園舎整備に対して、財政支援を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

保育園待機児童数

保育園等第三者評価の受審率

目標指標

民間保育園施設整備の支援　（2-1主）

１　生涯を通じて学び育つまち

乳幼児期にある子どもたちが健やかに成長できるよう、保育・幼児教育環境について整備・
支援していくとともに、就学期にある子どもの小学校への円滑な就学を支援します。

今後の
方向性

指標名

１　子育て支援と保育・幼児教育の充実
２　保育・幼児教育
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

国が検討中の「子ども・子
育て新システム」の内容
により、市としての対応を
検討

「子ども・子育て関連3法」
に基づく国の動向を踏ま
え対応を検討

「子ども・子育て関連3法」
に基づく国の動向を踏ま
え対応を検討

子ども・子育て支援事業
計画等に基づき施策を実
施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

幼稚園・保育園・小学校
連携推進懇談会の運営

幼稚園・保育園・小学校
連携推進懇談会の運営

就学前プログラム、就学
前カリキュラム策定の検
討

幼稚園・保育園・小学校
連携推進懇談会の運営

就学前プログラム、就学
前カリキュラム策定の検
討

幼稚園・保育園・小学校
連携推進懇談会の運営

就学前プログラム、就学
前カリキュラムの策定

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 65 65 65 65

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

特別支援教育連絡協議
会の開催（年3回）

羽村市の特別支援教育
の方針や計画を立案する
推進委員会の設置（年2
回）

特別支援教育連絡協議
会の開催（年3回）

羽村市特別支援教育推
進委員会の開催（年2回）

特別支援教育連絡協議
会の開催（年3回）

羽村市特別支援教育推
進委員会の開催（年2回）

特別支援教育連絡協議
会の開催（年3回）

羽村市特別支援教育推
進委員会の開催（年2回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

【東保育園・西保育園】
移管事業者との引継ぎ
合同保育の実施

【さくら保育園】
　移管事業者の選定

【東保育園・西保育園】
民営化完了

【さくら保育園】
移管事業者との引継ぎ
合同保育の実施

【しらうめ保育園】
民営化の検討

【さくら保育園】
民営化完了

【しらうめ保育園】
民営化の検討

　

【しらうめ保育園】
民営化の検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 16,854 8,626 0 0

予定事業費

主な予算事業名 保育の実施に要する経費

事業内容
事業量等

総合的な子育て支援を推進するとともに、限られた人材や財源の効率的・効果的な活用を図るため、羽村市立保育園民営化ガイ
ドラインに沿って、市立保育園の民営化を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

主な予算事業名

保育課市立保育園の民営化の推進　（2-7）

事業内容
事業量等

予定事業費

学校教育課・教育相談室・障害福祉課・健康課・児童青少年課・子育
て支援課・保育課

発達に課題を抱えた児童等を早期に発見し、個々の段階にあわせて、保健・福祉・教育等の機関が連携して支援する体制を充実
します。

平成24年度（現況）
3か年計画

特別支援教育連絡協議会の充実　（2-4主）

予定事業費

主な予算事業名 一般事務に要する経費

事業内容
事業量等

保育課・学校教育課

幼稚園、保育園と小学校の円滑な接続のために、連携推進懇談会による現状把握、対応方法の検討を行い、幼稚園、保育園と小
学校の交流機会の促進など、つながりを意識した対応に取り組みます。

平成24年度（現況）
3か年計画

幼稚園・保育園・小学校連携推進懇談会の運営　（2-3主）

予定事業費

主な予算事業名 保育の実施に要する経費

事業内容
事業量等

保育課

幼児教育と乳幼児から就学前までの保育の一体化に関する検討を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

幼保一体化等の推進　（2-2主）
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基本方針

１　小中一貫教育を柱とした教育の充実

２　多様なニーズに対応した教育の推進

３　教育環境の整備

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１ ― 80%

指標２
3.07%

（平成22年度）
2%

指標３
0校区

（平成22年度）
3校区

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

小中一貫教育の実施（全
中学校区）

学習コーディネーター及
び英語コーディネーター
の完全配置

羽村学、人間学の指導資
料作成

小中一貫教育の実施（全
中学校区）

学習コーディネーターの
増員・配置及び英語コー
ディネーターの配置

小中一貫教育リーフレット
作成・配布

小中一貫教育の実施（全
中学校区）

学習コーディネーター及
び英語コーディネーター
の配置

改訂小中一貫教育基本
計画（平成27年度～平成
31年度）の策定

小中一貫教育の実施（全
中学校区）

学習コーディネーター及
び英語コーディネーター
の配置

各中学校区実施計画改
訂

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 4,806 9,457 9,156 9,006

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

特別支援教育支援員の
配置（各小学校）

各学校の状況により配置
原則1日4時間、週5日で
各小学校1人配置

特別支援教育支援員の
配置（各小学校）

各学校の状況により配置
原則1日6時間、週5日で
各小学校1人配置

特別支援教育支援員の
配置（各小学校）

各学校の状況により配置
原則1日6時間、週5日で
各小学校1人配置

特別支援教育支援員の
配置（各小学校）

各学校の状況により配置
原則1日6時間、週5日で
各小学校1人配置

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 6,098 9,033 9,033 9,033

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

各学校の実施計画に応じ
た交付金を交付
（小中学校10校）

各学校の実施計画に応じ
た交付金を交付
（小中学校10校）

各学校の実施計画に応じ
た交付金を交付
（小中学校10校）

各学校の実施計画に応じ
た交付金を交付
（小中学校10校）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 10,000 10,000 10,000 10,000

予定事業費

主な予算事業名 特別支援教育に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室・学校教育課

通常学級に在籍する特別な支援が必要な児童への支援を充実させるため、必要に応じた措置を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

特別支援教育支援員の配置の充実　（3-4主）

予定事業費

主な予算事業名 教育研究・教育指導に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

特色ある学校づくりを展開するために、各小中学校へ交付金を交付します。

平成24年度（現況）
3か年計画

特色ある学校づくりの推進　（3-2主）

予定事業費

主な予算事業名 小中一貫教育に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

小中一貫教育を推進する学校への支援策として、地域の力を導入するための学習コーディネーター、英語コーディネーターの配
置、小1副担任制など様々な取組みを行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

小中一貫教育推進事業　（3-1主）

学校アンケートの「小中一貫教育に関す
る項目」に対する肯定的評価の割合

中学校における不登校生徒出現率

中学校区ごとの学校支援地域本部（仮
称）の設置数

目標指標

１　生涯を通じて学び育つまち

児童・生徒一人ひとりの個性と能力を最大限伸ばすとともに、「生きる力」を育み、豊かな
人間性と社会性を身につけさせるため、小中一貫教育を中心とした学校教育の充実を図りま
す。

今後の
方向性

指標名

２　学校教育の充実と次代を担う子ども・若者の育成
３　学校教育
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

小学校で児童の学校生
活習慣の指導及び学習
指導の支援を実施
1日4時間、週5日各小学
校1人配置

小学校で児童の学校生
活習慣の指導及び学習
指導の支援を実施
1日4時間、週5日各小学
校1人配置

小・中学校で児童・生徒
の学校生活習慣の指導
及び学習指導の支援を
実施
1日6時間、週5日各学校1
人配置

小・中学校で児童・生徒
の学校生活習慣の指導
及び学習指導の支援を
実施
1日6時間、週5日各学校1
人配置

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 6,032 6,032 12,752 12,752

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度
ミドルリーダー育成研修
実施（年4回）

ミドルリーダー育成研修
の実施（年4回）
※若手教員育成研修修
了者対象

学校リーダー研修（学校
マネージメント講座）
※主任教諭・主幹教諭・
管理職対象

ミドルリーダー育成研修
の実施（年4回）
※若手教員育成研修修
了者対象

学校リーダー研修（学校
マネージメント講座）
※主任教諭・主幹教諭・
管理職対象

ミドルリーダー育成研修
の実施（年4回）
※若手教員育成研修修
了者対象

学校リーダー研修（学校
マネージメント講座）
※主任教諭・主幹教諭・
管理職対象

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 15 15 15

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

東京都で公募する特別支
援教室モデル事業に沿っ
た計画の検討

特別支援教室モデル事
業の実施、検証、報告
（小学校5校のモデル校で
巡回指導の実施）

特別支援教室モデル事
業の実施、検証、報告
（小学校5校のモデル校で
巡回指導の実施）

特別支援教室試行

全小・中学校への巡回指
導実施に向けての準備

歳入　（千円） 1,566 1,167 1,167 0
歳出　（千円） 1,566 1,167 1,167 1,120

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

羽村第三中学校内に新
たに通級指導学級を設置
するための準備

情緒障害のある生徒を対
象に、通級指導学級で支
援

通級指導学級の適正な
運営、管理

通級指導学級の適正な
運営、管理

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 600 550 110 110

予定事業費

主な予算事業名 通級指導学級に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室・学校教育課

二中、三中学区内の生徒が通級指導学級の指導を受けやすくするため、羽村第三中学校内に新たに通級指導学級を開級しま
す。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村第三中学校への通級指導学級の開級　（3-13）

予定事業費

主な予算事業名 特別支援教室モデル事業に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室・学校教育課

特別な支援を必要とする児童及び生徒が適切な指導と必要な支援を受けられるよう、特別支援教室を設置します。

平成24年度（現況）
3か年計画

特別支援教室の設置　（3-12）

予定事業費

主な予算事業名 教育研究・教育指導に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

教職員としてのライフステージに即した必要な研修ができるよう長期的展望に立って体系化し実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

ミドルリーダー研修等の実施　（3-11）

予定事業費

主な予算事業名 教育研究・教育指導に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

小学校で児童の学校生活習慣の指導及び学習指導等の支援を充実させるため、必要に応じた配置を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

学習サポーターの配置の充実　（3-3主） 
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№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

スクールソーシャルワー
カーによる家庭支援

1回5時間、年間144日

スクールソーシャルワー
カーによる家庭支援

1回5時間、年間144日

スクールソーシャルワー
カーによる家庭支援

1回5時間、年間175日

スクールソーシャルワー
カーによる家庭支援

1回5時間、年間175日

歳入　（千円） 660 660 797 797
歳出　（千円） 1,440 1,440 1,750 1,750

№ 9

平成25年度 平成26年度 平成27年度

各小学校への巡回相談
の実施

原則週1回半日とし時間
増に向けた検討

各小学校への巡回相談
の実施

都スクールカウンセラーと
の連携に向けた検討・試
行

各小学校への巡回相談
の実施

試行結果を踏まえ運用

各小学校への巡回相談
の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 18,818 18,062 22,512 22,512

№ 10

平成25年度 平成26年度 平成27年度

相談室等に指導員の配
置

各中学校への巡回指導

指導等にあたる日数、月
16日
※指導員の雇用は東京
都

相談室等に指導員の配
置

各中学校への巡回指導

指導等にあたる日数、月
16日

相談室等に指導員の配
置

各中学校への巡回指導

指導等にあたる日数、月
16日

相談室等に指導員の配
置

各中学校への巡回指導

指導等にあたる日数、月
16日

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 11

平成25年度 平成26年度 平成27年度
教育用コンピュータの活
用

教育用コンピュータの更
新
（小学校3校、中学校1校）

教育用コンピュータの活
用

教育用コンピュータの更
新
（小学校4校、中学校2校）

教育用コンピュータの活
用

教育用コンピュータの活
用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 4,622 22,731 35,553 35,553

予定事業費

主な予算事業名 一般教育振興に要する経費（小学校費）・一般教育振興に要する経費（中学校費）

事業内容
事業量等

学校教育課

教育用コンピュータの更新を計画的に行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

教育用コンピュータの更新　（3-8主）

予定事業費

主な予算事業名 教育相談・学校適応指導教室に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室

中学校で集団になじめない生徒や不登校生徒への支援を行うため、不登校対応指導員を配置します。

平成24年度（現況）
3か年計画

中学校不登校等対応指導員の配置　（3-7主）

予定事業費

主な予算事業名 教育相談・学校適応指導教室に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室

より細かい相談体制となるよう、小学校への巡回相談を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

教育相談員による巡回相談の充実　（3-6主）

予定事業費

主な予算事業名 教育相談・学校適応指導教室に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室・子育て支援課

虐待や経済的な困窮など深刻な問題を抱える子どもやその家庭に対する支援体制を強化します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

スクールソーシャルワーカーの充実　（3-5主）
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№ 12

平成25年度 平成26年度 平成27年度

学校図書館総合管理ｼｽ
ﾃﾑの運用（3校）

学校図書館総合管理ｼｽ
ﾃﾑの更新・導入に向けた
検討（小・中学校10校）

学校図書館総合管理ｼｽ
ﾃﾑの更新・導入に向けた
事前準備及び更新・導入
（小・中学校10校）

学校図書館総合管理ｼｽ
ﾃﾑの運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 158 158 11,251 6,241

№ 13

平成25年度 平成26年度 平成27年度

三中校区
学校支援地域本部の設
置

一中校区（一中・東小・西
小・小作台小）・二中校区
（二中・富士見小・栄小・
松林小）
学校支援地域本部（仮
称）設置準備

三中校区
学校支援地域本部の運
営試行・整備

一中校区、二中校区
学校支援地域本部（仮
称）の設置準備・設置

中学校区ごとの学校支援
地域本部（仮称）の運営・
整備

運営

３つの学校支援地域本部
（仮称）が合同で羽村市
学校支援地域本部連絡
協議会（仮称）を設置

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 14

平成25年度 平成26年度 平成27年度

学校ホームページの更改 学校ホームページの更改 学校ホームページの運
用・管理

学校ホームページの運
用・管理

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 15

平成25年度 平成26年度 平成27年度

１日4時間　週2日
各学校1名配置

１日4時間　週2日
各学校1名配置

１日7時間　週2日
各学校1名配置

１日7時間　週2日
各学校1名配置

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 3,352 3,352 5,052 5,052

予定事業費

主な予算事業名 教育研究・教育指導に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

学校図書館司書教諭の職務を補助し、学校図書館の整備充実を図るために学校図書館巡回司書を配置し、子どもの読書活動の
一層の充実を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

学校図書館巡回司書の巡回指導の充実と活用　（3-15）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

学校教育課

地域、保護者が適正に学校の評価をできるよう、学校ホームページを充実させ、学校の取組みや学校評価の結果、改善策につい
ても積極的に公開します。

平成24年度（現況）
3か年計画

学校ホームページの活用支援　（3-14）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

学校教育課・生涯学習総務課

中学校区ごとに学校を支援する組織をつくり、学校・家庭・地域との連携を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

学校支援地域本部（仮称）の設置　（3-10主）

予定事業費

主な予算事業名 学校管理運営に要する経費（小学校費）・学校管理運営に要する経費（中学校費）

事業内容
事業量等

学校教育課

学校図書館の蔵書管理の電子化を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

学校図書館総合管理システムの拡大　（3-9主）
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№ 16

平成25年度 平成26年度 平成27年度

衛生推進者の選任、メン
タルヘルス研修等の実施
により、監督者としての精
神保健の基礎知識の普
及啓発

副校長の衛生推進者養
成

労働安全衛生法に基づ
く、産業医等による面接
指導の実施

(昇任・転任）副校長の衛
生推進者養成

労働安全衛生法に基づ
く、産業医等による面接
指導の実施

（昇任・転任）副校長の衛
生推進者養成

労働安全衛生法に基づ
く、産業医等による面接
指導の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 135 90 90

№ 17

平成25年度 平成26年度 平成27年度

各学校の状況により特別
支援学級介助員の配置

通級指導学級への配置

固定学級への配置
小学校1日6時間、週5日
中学校1日7時間、週5日

各学校の状況により特別
支援学級介助員の配置

通級指導学級への配置

固定学級への配置
小学校1日6時間、週5日
中学校1日7時間、週5日

各学校の状況により特別
支援学級介助員の配置

通級指導学級への配置

固定学級への配置
小学校1日7時間、週5日
中学校1日7時間、週5日

各学校の状況により特別
支援学級介助員の配置

通級指導学級への配置

固定学級への配置
小学校1日7時間、週5日
中学校1日7時間、週5日

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 11,268 12,335 13,763 13,763

予定事業費

主な予算事業名 特別支援学級に要する経費

事業内容
事業量等

教育相談室・学校教育課

特別支援学級介助員の配置の適正化を図り、知的障害学級に在籍する情緒障害のある児童への支援体制を充実させます。

平成24年度（現況）
3か年計画

特別支援学級介助員の適切な配置　（3-17）

予定事業費

主な予算事業名 教職員人事・給与等に要する経費

事業内容
事業量等

学校教育課

副校長を対象に、労務管理に必要な「衛生推進者」養成講習を受講させるとともに、疲労の蓄積が認められる教職員に対しては、
必要に応じて産業医等による面接指導を実施することにより、教職員の労務管理・ワークライフバランスの増進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

小・中学校教職員の労働安全衛生推進事業　（3-16）
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基本方針

１　子どもや若者への支援

２　子どもの放課後対策

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
5,231人

（平成23年度）
6,000人

指標２
1校

（平成23年度）
7校

指標３
3人

（平成23年4月）
0人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

放課後子ども教室の実施
（実施校3校）

放課後子ども教室の実施
（実施校5校）

放課後子ども教室の実施
（実施校7校）

放課後子ども教室の実施
（実施校7校）

歳入　（千円） 2,244 3,342 5,236 5,236
歳出　（千円） 3,367 4,631 7,474 7,474

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

学童クラブ事業の充実及
び運営方法の検討（開所
時間延長の検討等）

開所時間帯延長の実施

学童クラブ事業の充実及
び運営方法の検討

開所時間帯延長の実施

学童クラブ事業の充実及
び運営方法の検討

開所時間帯延長の実施

学童クラブ事業の充実及
び運営方法の検討

歳入　（千円） 56,921 65,518 65,518 65,518
歳出　（千円） 67,316 68,812 72,362 72,362

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

青少年健全育成の日事
業「健全育成の集い」「子
どもフェスティバル」の実
施

ポスターコンクール、社会
参加実践活動の実施

「大島・子ども体験塾」

青少年健全育成の日事
業「健全育成の集い」「子
どもフェスティバル」の実
施

ポスターコンクール、社会
参加実践活動の実施

「大島・子ども体験塾」

青少年健全育成の日事
業「健全育成の集い」「子
どもフェスティバル」の実
施

ポスターコンクール、社会
参加実践活動の実施

「大島・子ども体験塾」

青少年健全育成の日事
業「健全育成の集い」「子
どもフェスティバル」の実
施

ポスターコンクール、社会
参加実践活動の実施

「大島・子ども体験塾」

歳入　（千円） 590 590 590 590
歳出　（千円） 2,401 2,401 2,578 2,428

予定事業費

主な予算事業名 学童クラブの運営に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課

学童クラブ事業について、民間が設置する学童クラブへの支援を検討します。また、公立学童クラブについても、経営形態や運営
方法について検討し、待機児童のない充実した学童クラブ事業を展開します。

平成24年度（現況）
3か年計画

学童クラブ事業の充実及び運営方法の検討　（4-6主）

予定事業費

主な予算事業名 放課後子ども教室の運営に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課

小学校に通学する児童の放課後の活動場所の一つとして、各小学校地区において学校施設等を利用し、見守りや自主的な活動
を支援する放課後子ども教室を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

放課後子ども教室の推進　（4-5主）

予定事業費

主な予算事業名 青少年健全育成市民活動の推進に要する経費・青少年健全育成事業に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課・生涯学習センターゆとろぎ

青少年健全育成の日を中心に、地域をフィールドとした稲作体験や、他地域との交流事業などを通じて、青少年が豊かな人間性と
社会性を身に付けるための支援を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

青少年健全育成・子ども体験事業等の実施　（4-1主）

青少年健全育成事業等への参加者数

放課後子ども教室の実施校数

学童クラブ待機児童数

目標指標

１　生涯を通じて学び育つまち

子どもや若者が、社会の一員として、自立した自己を確立し、心豊かで健やかに成長するよ
う、支援を実施していきます。

今後の
方向性

指標名

２　学校教育の充実と次代を担う子ども・若者の育成
４　子ども・若者
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

青少年問題協議会の開
催
年2回

青少年問題協議会の開
催
年2回

青少年問題協議会の開
催
年2回

青少年問題協議会の開
催
年2回

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 235 235 235 235

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

青少年育成団体への活
動支援

青少年育成団体への活
動支援

青少年育成団体への活
動支援

青少年育成団体への活
動支援

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5,045 5,045 5,045 5,045

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

児童館事業の充実 児童館事業の充実 児童館事業の充実 児童館事業の充実

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 28,551 27,579 28,875 28,875

予定事業費

主な予算事業名 児童館の運営に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課

子どもの活動を支える中心的施設である児童館で実施する各種事業について、実施事業の企画段階から子どもの視点にたち、よ
り充実したものとしていきます。

平成24年度（現況）
3か年計画

児童館事業の充実　（4-7主）

予定事業費

主な予算事業名 青少年健全育成市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課

青少年対策地区委員会など地域の青少年育成団体への支援を通じて、地域における青少年の育成を図っていきます。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

地域活動団体（青少年対策地区委員会等）への支援　（4-3主）

予定事業費

主な予算事業名 青少年問題協議会に要する経費

事業内容
事業量等

児童青少年課

子どもたちの置かれている現状を把握し、子どもたちが健やかに成長できる環境整備について検討します。

平成24年度（現況）
3か年計画

青少年問題協議会の開催　（4-2主）
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基本方針

１　学習活動の活性化　

２　学習成果の積極的な活用　

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
49.40%

（平成22年度）
55.00%

指標２
402,810件

（平成22年度）
445,075件

指標３
34,098人

（平成22年度）
38,000人

指標４
40.00%

（平成21年度）
50.00%

指標５ ー 8割以上

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

推進懇談会の設置・運営

庁内推進組織の設置・運
営

推進懇談会の運営

庁内推進組織の運営

推進懇談会の運営

庁内推進組織の運営

推進懇談会の運営

庁内推進組織の運営

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 340 340 340 340

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度
制度の検討

例規等の制定

制度の運用 制度の運用 制度の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 1,000 1,000 1,000

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第68回国民体育大会の
開催準備（各市担当者と
の連絡調整、実行委員会
の開催、普及啓発事業の
実施、市民参加の高揚、
岐阜国体の視察等）
第68回国体リハーサル大
会の実施

第68回国民体育大会の
実施（産業観光・文化・ス
ポーツの推進、ボランティ
ア活動、普及啓発事業の
実施、企業協賛の推進、
本大会の開催・報告等）

スポーツ推進計画の策定 スポーツ推進計画の推進 スポーツ推進計画の推進

歳入　（千円） 7,592 15,471 0 0
歳出　（千円） 12,422 54,421 0 0

予定事業費

主な予算事業名 社会教育関係団体等の育成に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習総務課

スポーツ・文化活動等の全国大会等に出場する青少年の活動に対する支援制度を創設します。

平成24年度（現況）
3か年計画

青少年スポーツ・文化活動等への支援　（5-14）

予定事業費

主な予算事業名 国民体育大会に要する経費・社会体育関係委員に要する経費

事業内容
事業量等

国体推進室・スポーツ推進課

国体の市民総参加に向けた取組みと国体に関連した事業を実施し、合わせて、市民のスポーツを推進します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

国民体育大会の開催とスポーツの推進　（5-6主）

予定事業費

主な予算事業名 社会教育事務等に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習基本計画の施策・事業を点検・評価する体制を整備し、総合的な生涯学習の推進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

社会教育関係団体のうち社会貢献活動を
行う団体の割合

目標指標

生涯学習総務課

生涯学習センターゆとろぎの利用率

図書館の貸出件数

郷土博物館への入館者数

スポーツ人口(週1回実施)の割合

生涯学習基本計画の推進　（5-12）

１　生涯を通じて学び育つまち

だれもが生涯を通じて、心身ともに健康で充実した心豊かな生活を送ることができるよう、
あらゆる機会に、あらゆる場所において、個人の要望と社会の要請に対応した学習活動と、
その成果を適切に活かすことのできる環境を整備します。

今後の
方向性

指標名

３　生涯学習の推進
５　生涯学習
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

『羽村市史』編さんの意思
決定

市史編さんの基本的な考
え方の作成

市史編さん審議会等の開
催

行政文書資料の整理

聞き取り調査

関係例規の整備　等

市史編さん審議会等の開
催

資料の調査・研究・保存
処理等

聞き取り調査

関連講座の開催　等

市史編さん審議会等の開
催

資料の調査・研究・保存
処理等

聞き取り調査

関連講座の開催　等

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 8,147 29,281 29,768

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市民協働事業の実施
　芸術鑑賞　8公演
　展示　6事業
　市民講座　22事業
　協働事業HPの更新等

市民協働事業の実施
　芸術鑑賞　8公演
　展示　5事業
　市民講座　22事業
　協働事業HPの更新等

市民協働事業の実施
　

市民協働事業の実施
　

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 10,386 10,386 10,386 10,386

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

伝統文化の公演 伝統文化の公演 伝統文化の公演 伝統文化の公演

歳入　（千円） 500 1,000 1,000 1,000
歳出　（千円） 3,500 4,000 4,000 4,000

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第二次子ども読書活動推
進計画の運用

子育て支援図書コーナー
及び図書の充実

乳幼児健診時における赤
ちゃん絵本の紹介（ブック
スタート）

第二次子ども読書活動推
進計画の運用

第二次子ども読書活動推
進計画の運用

第二次子ども読書活動推
進計画の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 300 500 500 500

郷土博物館・生涯学習総務課

昭和49年発行の「羽村町史」以降の歴史を中心に、原始から現代までの羽村の歩みを記録し、「羽村市史」として編さんします。

平成24年度（現況）
3か年計画

『羽村市史』の編さん　（5-3主）

予定事業費

主な予算事業名 「羽村市史」編さんに要する経費・収蔵資料調査等に要する経費ほか

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 図書館の運営に要する経費・分室・図書室の運営に要する経費

事業内容
事業量等

図書館・子育て支援課・健康課

すべての子どもが自主的に読書活動を行うことができるよう、読書環境の整備を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

子どもの読書活動の推進　（5-2主）

予定事業費

主な予算事業名 生涯学習センターゆとろぎ事業に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習センターゆとろぎ

質の高い伝統や文化と身近に接する機会を設けることにより、市民に感動を与えるとともに、その交流を通して伝統や文化を受け
止め、それを伝承・発展させることの大切さを学ぶ機会を設けます。

平成24年度（現況）
3か年計画

伝統文化交流事業inゆとろぎ　（5-13）

予定事業費

主な予算事業名 生涯学習センターゆとろぎ事業に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習センターゆとろぎ

市民組織と協働して、市民ニーズに沿った生涯学習センターゆとろぎの事業を展開します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

生涯学習センターゆとろぎ市民協働事業の推進　（5-1主）
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№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

郷土研究員の確保及び
育成　4人（累計11人）

郷土研究員による成果発
表(歴史講座　年2回)

刊行物の編さん

郷土研究員の確保及び
育成　4人（累計15人）

郷土研究員による成果発
表（歴史講座　年2回）

刊行物の編さん

郷土研究員の育成
（累計15人）

郷土研究員による成果発
表（歴史講座　年2回）

刊行物の編さん

郷土研究員の育成
（累計15人）

郷土研究員による成果発
表（歴史講座　年2回）

刊行物の編さん

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 60 60 60 60

№ 9

平成25年度 平成26年度 平成27年度
健康づくり教室
 「爽健美ｂｏｄｙ教室」
 「中高年のための健康講
座」
各年1回開催

健康づくりのための講座
の開催（年１講座）
受講者数25人

健康・スポーツフォーラム
の開催　年1回
参加者数100人

健康づくりのための講座
の開催（年2講座）
受講者数50人（25人×2
講座）

健康づくりのための講座
の開催（年1講座）
受講者数25人

健康・スポーツフォーラム
の開催　年1回
参加者数100人

歳入　（千円） 10 10 10 10
歳出　（千円） 12 62 12 62

№ 10

平成25年度 平成26年度 平成27年度
大学と連携した講座の実
施
年3期（1期4回講座）実施

大学と連携した講座の実
施
年3期（1期4回講座）実施

大学と連携した講座の実
施
年3期（1期4回講座）実施

大学と連携した講座の実
施
年3期（1期4回講座）実施

歳入　（千円） 240 240 240 240
歳出　（千円） 360 360 360 360

№ 11

平成25年度 平成26年度 平成27年度

大・小ホールでの公演事
業
年5公演

大・小ホールでの公演事
業
年4公演

大・小ホールでの公演事
業
連携先の新規開拓

大・小ホールでの公演事
業
連携先の新規開拓

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

生涯学習センターゆとろぎ

企業や財団等と連携・協力し、質の高い音楽鑑賞事業を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

企業との連携による音楽鑑賞事業の実施　（5-8主）

予定事業費

主な予算事業名 生涯学習センターゆとろぎ事業に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習センターゆとろぎ

近隣の大学と連携・協力し、専門性の高い学習機会を提供します。

平成24年度（現況）
3か年計画

大学との連携による講座の充実　（5-7主）

予定事業費

主な予算事業名 健康・体力づくりに要する経費・健康教育・健康相談に要する経費

事業内容
事業量等

スポーツ推進課・健康課

スポーツと保健事業とが連携した健康づくりフォーラムなどのイベントや教室（講座）等を開催します。

平成24年度（現況）
3か年計画

スポーツを通した健康づくりの推進　（5-5主）

予定事業費

主な予算事業名 博物館事業に要する経費

事業内容
事業量等

郷土博物館

市民との協働による郷土研究を進めるため、地域の人材を研究員として育成します。

平成24年度（現況）
3か年計画

登録郷土研究員の育成　（5-4主）
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№ 12

平成25年度 平成26年度 平成27年度

評価項目の再調整・実施
（図書館）

評価項目の洗い出し等の
準備・検討
（生涯学習センターゆとろ
ぎ・スポーツセンター・郷
土博物館）

評価項目の再調整・実施
（図書館）

導入・実施
（生涯学習センターゆとろ
ぎ・スポーツセンター・郷
土博物館）

評価の実施
（図書館・生涯学習セン
ターゆとろぎ・スポーツセ
ンター・郷土博物館）

評価の実施
（図書館・生涯学習セン
ターゆとろぎ・スポーツセ
ンター・郷土博物館）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 13

平成25年度 平成26年度 平成27年度

社会教育関係団体の登
録更新
　説明会の実施
　活動及び意向の調査

活動成果発表の機会等
の提供

活動成果発表の機会等
の提供

社会教育関係団体の登
録更新
　説明会の実施
　活動及び意向の調査

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 14

平成25年度 平成26年度 平成27年度

社会教育関係団体の意
向等の調査
（社会教育関係団体登録
更新時に実施）

調査に基づく市民・団体
同士のコーディネート

調査に基づく市民・団体
同士のコーディネート

調査に基づく市民・団体
同士のコーディネート

社会教育関係団体の意
向等の調査
（社会教育関係団体登録
更新時に実施）

調査に基づく市民・団体
同士のコーディネート

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

生涯学習総務課

学習や活動で得られた専門知識・技能・豊富な経験などを地域社会で活かせるよう、成果の提供と利用をコーディネートする機能
を充実します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地域活動・市民活動に伴うコーディネート機能の充実　（5-11主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

主な予算事業名

他団体との協働の機会、市の事業などへの成果発表の場を提供するなど、学習や活動の成果を社会で活かせるよう支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

生涯学習総務課・生涯学習センターゆとろぎ・
図書館・スポーツ推進課・郷土博物館社会教育関係団体の活動の充実に向けた支援　（5-10主）

事業内容
事業量等

予定事業費

生涯学習総務課・生涯学習センターゆとろぎ・
図書館・スポーツ推進課・郷土博物館生涯学習関連施設における運営状況に関する評価の実施　（5-9主）

外部の視点から運営状況に関する評価を行い、より効率的な運営を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画
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№ 15

平成25年度 平成26年度 平成27年度
大島・子ども体験塾（児童
青少年課)

子ども宇宙博(ゆとろぎ）

柔道教室（スポーツ推進
課）

発掘調査体験（郷土博物
館）

大島・子ども体験塾（児童
青少年課）

子ども国際交流音楽祭
（ゆとろぎ）

水の中のいきもの博物館
（ゆとろぎ）

バ レ ー ボ ー ル 教 室 （ ス
ポーツ推進課）

発掘調査体験（郷土博物
館）

各種事業の実施 各種事業の実施

歳入　（千円） 2,000 2,000 - -
歳出　（千円） 2,000 3,550 - -

№ 16

平成25年度 平成26年度 平成27年度

コーナーの充実

図書の購入

コーナーの充実

図書の充実
ボランティアの募集及び
配置、運用

コーナーの充実 コーナーの充実

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 495 645 645 645

予定事業費

主な予算事業名 図書館の運営に要する経費

事業内容
事業量等

図書館

世代利用者の環境整備とコーナーの充実を図り、読書離れが進む世代の利用促進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

ヤングアダルト（ＹＡ）コーナーの環境整備と充実　（5-16）

予定事業費

主な予算事業名 青少年健全育成事業に要する経費・生涯学習センターゆとろぎ事業に要する経費ほか

事業内容
事業量等

各事業所管課

青少年の健全育成のためのイベントを、多摩・島しょ広域連携活動助成金を活用して実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

多摩・島しょ広域連携活動助成事業・子ども体験塾　（5-15）
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基本方針

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
12,422回

（平成22年度）
15,000回

指標２
54団体

（平成22年度）
 65団体

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度
地域福祉計画審議会の
開催

第四次地域福祉計画の
策定（計画年度H25～
H29）

第四次地域福祉計画の
推進

第四次地域福祉計画の
推進

第四次地域福祉計画の
推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 3,449 0 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

民生・児童委員活動の支
援
定員50人

訪問延回数：13,000回

民生・児童委員活動の支
援

任期満了一斉改選の対
応
・定員52人
・民児協数の変更　1⇒2

訪問延回数：13,500回

民生・児童委員活動の支
援

訪問延回数：14,000回

民生・児童委員活動の支
援

訪問延回数：14,500回

歳入　（千円） 5,674 5,706 5,843 5,843
歳出　（千円） 11,837 12,062 12,244 12,244

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

小地域ネットワーク活動
の支援
39団体

小地域ネットワーク活動
の支援
39団体

小地域ネットワーク活動
の支援
39団体

小地域ネットワーク活動
の支援
39団体

歳入　（千円） 1,365 1,365 1,365 1,365
歳出　（千円） 2,730 2,730 2,730 2,730

予定事業費

主な予算事業名 社会福祉協議会の運営に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

地域住民が主体となって支え合いや見守りなどの実践活動を行う「小地域ネットワーク活動」の活性化や充実に向け、社会福祉協
議会と共同して支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

小地域ネットワーク活動の支援　（6-3主）

予定事業費

主な予算事業名 民生委員・児童委員活動に要する経費・社会福祉委員に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

地域と行政とを結ぶ「要」として、地域に根ざした福祉活動が円滑にできるよう、様々な活動を側面から支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

民生・児童委員（社会福祉委員）活動の支援　（6-2主）

予定事業費

主な予算事業名 地域福祉計画策定に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

社会福祉法に基づき、羽村市の地域福祉を推進していくため、平成25年度から平成29年度までの5年間の地域福祉計画を策定、
推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

民生・児童委員による訪問延回数

福祉ボランティア団体の登録数

目標指標

地域福祉計画の策定及び推進　（6-1主）

２　安心して暮らせる支えあいのまち

市民、社会福祉協議会、福祉サービスを提供する団体、ボランティア等と市の連携により
「地域で支えあう福祉のまちづくり」を推進します。

今後の
方向性

指標名

１　助けあい支えあう福祉社会の実現
６　地域福祉

１　地域における支えあい活動の推進

－ 27 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

福祉サービス総合支援事
業の支援

福祉サービス総合支援事
業の支援

福祉サービス総合支援事
業の支援

福祉サービス総合支援事
業の支援

歳入　（千円） 3,853 3,903 3,903 3,903
歳出　（千円） 7,706 7,806 7,806 7,806

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

社会福祉協議会への運
営費の助成

社会福祉協議会への事
業費の助成

社会福祉協議会への運
営費の助成

社会福祉協議会への事
業費の助成

社会福祉協議会への運
営費の助成

社会福祉協議会への事
業費の助成

社会福祉協議会への運
営費の助成

社会福祉協議会への事
業費の助成

歳入　（千円） 3,400 3,400 3,400 3,400
歳出　（千円） 50,249 53,267 53,267 53,267

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

成年後見制度推進機関
の設置検討

成年後見制度推進機関
の設置検討（羽村市社会
福祉協議会との調整）

成年後見制度推進機関
の設置

成年後見制度推進機関
の運営

歳入　（千円） 0 0 4,000 4,000
歳出　（千円） 0 0 8,000 8,000

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

社会福祉課

成年後見制度の本格的普及・定着を図るとともに、きめ細かく制度を推進していくため、羽村市社会福祉協議会に委託し、成年後
見制度推進機関を設置します。

平成24年度（現況）
3か年計画

成年後見制度推進機関の設置　（6-6）

予定事業費

主な予算事業名 社会福祉協議会の運営に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

地域福祉を推進するため、社会福祉協議会の運営を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

社会福祉協議会の支援　（6-5主）

予定事業費

主な予算事業名 福祉サービス総合支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

社会福祉協議会が実施する、高齢者や障害者等のためのサービス利用援助や苦情対応、専門相談等の福祉サービス総合支援
事業を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

福祉サービス総合支援事業　（6-4主）

－ 28 －



基本方針

１　社会参加と生きがいづくりの促進

２　総合的な支援体制づくりの推進

３　介護予防事業の推進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
79.40%

（平成22年度）
80%

指標２
156人

（平成22年度）
500人

指標３
2,056件

（平成22年度）
3,000件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第5期計画の推進 アンケート調査の実施

審議会公募委員の選定
（選定委員会の設置）

審議会開催（1回）

審議会開催（6回）

第6期計画の策定

第6期計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 2,058 4,179 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

中高年のための講座
（1講座6回）

中高年のための講座
（2講座8回）

中高年のための講座の
開催

中高年のための講座の
開催

歳入　（千円） 80 80 － －
歳出　（千円） 90 180 － －

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

総合相談の実施
相談件数　3,000件

権利擁護業務
広報掲載　1回

総合相談の実施
相談見込件数　3,250件

権利擁護業務
講座開催数　1回

地域包括支援ｾﾝﾀｰの強
化検討

総合相談の実施
相談見込件数　3,500件

権利擁護業務
講座開催数　1回

地域包括支援ｾﾝﾀｰの充
実

総合相談の実施
相談見込件数　3,750件

権利擁護業務
講座開催数　1回

地域包括支援ｾﾝﾀｰの強
化検討

歳入　（千円） 12,133 14,496 14,496 14,496
歳出　（千円） 18,118 18,062 20,539 20,539

予定事業費

主な予算事業名 （介護保険事業会計）地域包括支援センターの運営に要する経費・（介護保険事業会計）高齢者の権利擁護に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課・健康課

地域包括支援センターにおいて、要介護者等の総合相談支援や権利擁護業務等を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

要介護者等の相談支援事業　（7-3主）

予定事業費

主な予算事業名 生涯学習センターゆとろぎ事業に要する経費

事業内容
事業量等

生涯学習センターゆとろぎ・高齢福祉介護課

定年退職後、健康維持や地域での活躍を目指そうとするアクティブシニアを応援する講座や、趣味などを通した生きがいづくりのた
めの講座等を開催し、社会参加のきっかけづくりを行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

アクティブシニア向け講座等の充実　（7-2主）

予定事業費

主な予算事業名 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画等の策定に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

老人福祉法及び介護保険法に基づき高齢者福祉計画及び介護保険事業計画を一体的に策定、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定及び推進　（7-1主）

シルバー人材センターの就業率

認知症サポーターの講座参加者数

地域包括支援センターにおける相談件数

目標指標

２　安心して暮らせる支えあいのまち

高齢者の社会参加や生きがいづくりを促進し、「生涯現役社会」を目指します。また、福祉
サービスの充実や総合的な支援体制による地域包括ケアを推進し、住み慣れた地域で、安心
した生活を送れるよう支援します。

今後の
方向性

指標名

１　助けあい支えあう福祉社会の実現
７　高齢者福祉

－ 29 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ひとり暮らし高齢者等へ
の訪問（友愛訪問員39
人）

訪問世帯数152世帯

ひとり暮らし高齢者等へ
の訪問（友愛訪問員39
人）

訪問世帯数156世帯

訪問員の改選
（任期）H26.4.1～H28.3.31

ひとり暮らし高齢者等へ
の訪問（友愛訪問員41
人）

訪問世帯数164世帯

ひとり暮らし高齢者等へ
の訪問（友愛訪問員41
名）

訪問世帯数164世帯

訪問員の改選
（任期）H28.4.1～H30.3.31

歳入　（千円） 1,170 1,170 1,230 1,230
歳出　（千円） 2,344 2,402 2,464 2,522

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

認知症予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業
説明会　2回
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 2ｺｰｽ　計13人

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成事業（3
人）
自主ｸﾞﾙｰﾌﾟへの支援検
討

認知症予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業
説明会　2回
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3ｺｰｽ　計18人

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成事業（3
人）
自主ｸﾞﾙｰﾌﾟへの支援

認知症予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業
説明会　2回
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3ｺｰｽ　計18人

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成事業（3
人）
自主ｸﾞﾙｰﾌﾟへの支援

認知症予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業
説明会　2回
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 4ｺｰｽ　計24人

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ育成事業（3
人）
自主ｸﾞﾙｰﾌﾟへの支援

歳入　（千円） 788 784 784 784
歳出　（千円） 901 895 895 895

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

対象者調査の実施

発送者9,889人
返信者8,005人
返信率　80.9％

対象者調査の実施

発送者11,000人
返信者  9,350人
返信率　85.0％

対象者調査の実施

発送者11,530人
返信者　9,800人
返信率　85.0％

対象者調査の実施

発送者11,930人
返信者10,140人
返信率　85.0％

歳入　（千円） 6,330 4,641 4,742 4,819
歳出　（千円） 7,234 5,304 5,420 5,507

予定事業費

主な予算事業名 （介護保険事業会計）二次予防事業対象者の把握事業に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

65歳以上の要支援・要介護認定を受けていない高齢者に介護予防に関するチェックリストを郵送し、返信結果を基に要支援・要介
護に陥る可能性の高い高齢者を把握し、介護予防事業等への参加を促します。

平成24年度（現況）
3か年計画

二次予防事業対象者の把握事業　（7-6）

予定事業費

主な予算事業名 （介護保険事業会計）認知症予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施事業に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

認知症予防プログラムの実施や、それを運営する支援者の育成等を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

認知症予防事業　（7-5主）

予定事業費

主な予算事業名 友愛訪問員の活動に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

友愛訪問員により、ひとり暮らし高齢者等の孤独感の解消や安否確認を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

ひとり暮らし高齢者等への訪問事業　（7-4主）

－ 30 －



基本方針

１　共に生きる社会づくりの推進

２　自立に向けた支援の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
2,783件

（平成22年度）
3,430件

指標２
16人／32人

（平成22年度）
67人／70人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

障害者計画及び第3期障
害福祉計画の推進

障害者計画及び第3期障
害福祉計画の推進

障害者計画及び障害福
祉計画審議会の設置、開
催
障害者計画及び第4期障
害福祉計画の策定準備

障害者計画及び第3期障
害福祉計画の推進

障害者計画及び障害福
祉計画審議会の開催
　
障害者計画及び第4期障
害福祉計画の策定

障害者計画及び第4期障
害福祉計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 181 3,533 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

相談支援専門員による相
談業務の実施

「あおば」相談件数
1,470件
「ﾊｯﾋﾟｰｳｲﾝｸﾞ」相談件数
1,550件

相談支援専門員による相
談業務の実施

「あおば」相談件数
1,540件
「ﾊｯﾋﾟｰｳｲﾝｸﾞ」相談件数
1,560件

相談支援専門員による相
談業務の実施

「あおば」相談件数
1,610件
「ﾊｯﾋﾟｰｳｲﾝｸﾞ」相談件数
1,570件

相談支援専門員による相
談業務の実施

「あおば」相談件数
1,680件
「ﾊｯﾋﾟｰｳｲﾝｸﾞ」相談件数
1,580件

歳入　（千円） 3,758 3,797 3,797 3,797
歳出　（千円） 21,077 23,033 23,033 23,033

予定事業費

主な予算事業名 障害者福祉施設の運営に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

地域活動支援センター（あおば、ハッピーウイング）等で、障害者の相談支援事業を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

相談支援事業（障害者福祉）　（8-3主）

予定事業費

主な予算事業名 障害者計画及び障害福祉計画の策定に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

障害者基本法及び障害者総合支援法に基づき、「障害者計画」と「障害福祉計画」を一体的に策定、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地域活動支援センター「あおば」及び
「ハッピーウイング」における相談件数

障害者就労支援センター「エール」にお
ける新規就労者数及び職場定着者数
（エール開所以降の累計）

目標指標

障害者計画及び障害福祉計画の策定及び推進　（8-1主）

２　安心して暮らせる支えあいのまち

障害者福祉についての理解を広め、「共に生きる社会」の実現を目指します。また、障害の
ある人が、その人にふさわしい福祉サービスを受けながら、住み慣れた地域で自立した生活
ができるよう支援します。

今後の
方向性

指標名

１　助けあい支えあう福祉社会の実現
８　障害者福祉

－ 31 －



№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

就労面と生活面の支援を
一体的に実施

登録者数　72人
相談件数　2,240件
新規就職者数　5人
職場定着者数　40人

就労面と生活面の支援を
一体的に実施

就労支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの
増員

登録者数　85人
相談件数　2,280件
新規就職者数　11人
職場定着者数　46人

就労面と生活面の支援を
一体的に実施

登録者数　90人
相談件数　2,400件
新規就職者数　11人
職場定着者数　54人

就労面と生活面の支援を
一体的に実施

登録者数　95人
相談件数　2,460件
新規就職者数　12人
職場定着者数　62人

歳入　（千円） 6,774 10,161 10,161 10,161
歳出　（千円） 13,548 20,322 20,322 20,322

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地域自立支援連絡会及
び専門部会の開催

連絡会　2回
相談支援部会　3回
就労支援部会　3回

地域自立支援連絡会及
び専門部会の開催

連絡会　2回
相談支援部会　3回
就労支援部会　3回

「地域自立支援連絡会」
を「障害者総合支援法に
基づく協議会」として充実
協議会　2回
相談支援部会　3回
就労支援部会　3回
権利擁護部会　2回

「地域自立支援連絡会」
を「障害者総合支援法に
基づく協議会」として充実
協議会　2回
相談支援部会　3回
就労支援部会　3回
権利擁護部会　2回

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 1,566 1,566

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

障害児に対する日中活動
事業の実施

幼児部在籍者数　12人
就学児童部在籍者数
32人

障害児に対する日中活動
事業の実施

幼児部在籍者数　12人
就学児童部在籍者数
32人

障害児に対する日中活動
事業の実施

幼児部在籍者数　13人
就学児童部在籍者数
33人

障害児に対する日中活動
事業の実施

幼児部在籍者数　13人
就学児童部在籍者数
33人

歳入　（千円） 8,203 8,538 8,538 8,538
歳出　（千円） 20,140 20,378 20,378 20,378

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

就労継続支援Ｂ型事業
「いちょう」の実施
在籍者数　35人

事業者への情報提供及
び工賃アップのための支
援

就労継続支援Ｂ型事業
「いちょう」の実施
在籍者数　35人

事業者への情報提供及
び工賃アップのための支
援

就労継続支援Ｂ型事業
「いちょう」の実施
在籍者数　35人

事業者への情報提供及
び工賃アップのための支
援

就労継続支援Ｂ型事業
「いちょう」の実施
在籍者数　35人

事業者への情報提供及
び工賃アップのための支
援

歳入　（千円） 31,634 31,183 31,183 31,183
歳出　（千円） 55,491 55,609 55,609 55,609

予定事業費

主な予算事業名 障害者福祉施設の運営に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

福祉センター（いちょう）で、障害のある人に対して福祉的就労の場を提供します。また、社会福祉法人等が行う福祉的就労を支援
します。

平成24年度（現況）
3か年計画

障害者就労継続支援事業　（8-6主）

予定事業費

主な予算事業名 障害者福祉施設の運営に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

就労支援センター（エール）で、障害のある人に対して、職業相談、職場定着支援、自立生活支援などの事業を行い、一般企業等
への就労を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

障害者就労支援事業　（8-5主）

予定事業費

主な予算事業名 障害者福祉施設の運営に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

福祉センター（青い鳥）で、障害のある就学児童に対して日中活動事業を行います。また、障害のある幼児に対して療育訓練を行
います。

平成24年度（現況）
3か年計画

障害児支援事業　（8-4主）

予定事業費

主な予算事業名 地域生活支援事業に要する経費

事業内容
事業量等

障害福祉課

地域における障害者福祉関係者による連携及び支援の協議を行うため、地域自立支援連絡会の体制を充実します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

地域自立支援連絡会の運営　（8-2主）

－ 32 －



基本方針

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
7件

（平成22年度）
10件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

就労支援員の配置

就労件数　8件

就労支援員の配置

就労件数　8件

就労支援員の配置

就労件数　9件

就労支援員の配置

就労件数　9件

歳入　（千円） 1,890 1,664 1,664 1,664
歳出　（千円） 1,890 1,664 1,664 1,664

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

面接相談員の設置による
制度運用

面接相談員　1人

面接相談員の設置による
制度運用

面接相談員　1人

面接相談員の設置による
制度運用

面接相談員　1人

面接相談員の設置による
制度運用

面接相談員　1人

歳入　（千円） 3,053 2,968 2,968 2,968
歳出　（千円） 3,053 2,968 2,968 2,968

予定事業費

主な予算事業名 生活保護対策に要する経費

事業内容
事業量等

社会福祉課

生活保護受給者の急増に対応するため、国の強化事業を活用し、専任の面接相談員を配置して、適正な制度運用を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

面接相談員の配置　（9-2主）

予定事業費

主な予算事業名 生活保護対策に要する経費

事業内容
事業量等

生活保護受給者に対し、ケースワーカーや就労支援員による就労指導を強化します。

平成24年度（現況）
3か年計画

就労指導による就労件数
目標指標

社会福祉課生活保護受給者の就労指導事業　（9-1主）

２　安心して暮らせる支えあいのまち

生活に困難を抱える人のために、多様なセーフティ・ネットを活用し、生活の安定と自立の
促進に向けた支援を推進します。

今後の
方向性

指標名

１　助けあい支えあう福祉社会の実現
９　生活福祉

1　生活の安定と自立に向けた支援

－ 33 －



基本方針

１　介護保険事業の運営

２　国民健康保険事業の運営

３　国民年金制度の周知・加入促進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
3事業所

（平成22年度）
4事業所

指標２
87.40%

（平成22年度）
90.00%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第5期計画の推進 アンケート調査の実施

審議会公募委員の選定
（選定委員会の設置）

審議会開催（1回）

審議会開催（6回）

第6期計画の策定

第6期計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 2,058 4,179 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

小規模多機能型サービス
や複合型サービス事業者
の参入促進

小規模多機能型サービス
や複合型サービス事業者
の参入促進

小規模多機能型サービス
や複合型サービス事業者
の参入促進

小規模多機能型サービス
や複合型サービス事業者
の参入促進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実地指導の実施

3事業所

実地指導の実施

5事業所

実地指導の実施

5事業所

実地指導の実施

5事業所

歳入　（千円） 152 253 253 253
歳出　（千円） 189 315 315 315

予定事業費

主な予算事業名 （介護保険事業会計）介護給付適正化事業に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

保険者として、地域密着型サービス事業者等への実地指導などを実施し、介護サービスの適正化を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

介護サービスの適正化事業　（10-3主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

小規模多機能型居宅介護サービスや複合型サービスなどの事業者の参入を促します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地域密着型サービスの促進　（10-2主）

予定事業費

主な予算事業名 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画等の策定に要する経費

事業内容
事業量等

高齢福祉介護課

老人福祉法及び介護保険法に基づき、高齢者福祉計画と介護保険事業計画を一体的に策定、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地域密着型サービス施設整備数

国民健康保険税の収納率（現年度分）

目標指標

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定及び推進　（10-1主）

２　安心して暮らせる支えあいのまち

国民全体の支えあいに基づき、介護サービス給付を行うための介護保険や、医療保険給付を
行うための国民健康保険を適正に運営します。また、高齢期の生活を支えるため、国民年金
制度の趣旨普及と加入促進を図ります。

今後の
方向性

指標名

１　助けあい支えあう福祉社会の実現
10　社会保険

－ 34 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

国民健康保険運営協議
会による保険税適正化の
検討
（協議会：年4回）

国民健康保険運営協議
会による保険税適正化の
検討
（協議会：年6回）

国民健康保険運営協議
会による保険税適正化の
検討
（協議会：年4回）

国民健康保険運営協議
会による保険税適正化の
検討
（協議会：年6回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 531 734 531 734

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

東京都国保連合会への
レセプト点検の委託

ジェネリック医薬品切り替
えによる負担差額通知の
発送
（年3回通知）

東京都国保連合会への
レセプト点検の委託

ジェネリック医薬品切り替
えによる負担差額通知の
発送
（年3回通知）

東京都国保連合会への
レセプト点検の委託

ジェネリック医薬品切り替
えによる負担差額通知の
発送
（年3回通知）

東京都国保連合会への
レセプト点検の委託

ジェネリック医薬品切り替
えによる負担差額通知の
発送
（年3回通知）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5,234 5,011 5,081 5,153

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第2期「羽村市特定健康
診査・特定保健指導実施
計画」策定

特定健康診査、特定保健
指導の実施
（特定健康診査受診者数
5,676人、受診率46.0％・
特定保健指導210人、実
施率32.3％）

第2期特定健康診査等実
施計画の運用

特定健康診査、特定保健
指導の実施（第2期計画
の中で検討）

第2期特定健康診査等実
施計画の運用

特定健康診査、特定保健
指導の実施（第2期計画
の中で検討）

第2期特定健康診査等実
施計画の運用

特定健康診査、特定保健
指導の実施（第2期計画
の中で検討）

歳入　（千円） 22,271 21,926 21,926 21,926
歳出　（千円） 54,137 57,560 58,489 60,072

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 （国民健康保険事業会計）特定健康診査に要する経費

健康課・市民課・高齢福祉介護課・スポーツ推
進課特定健康診査等の実施　（10-7主）

第2期特定健康診査・特定保健指導実施計画（Ｈ25．4～Ｈ30．3）を策定・運用し、受診率の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

予定事業費

主な予算事業名 （国民健康保険事業会計）給付事務に要する経費・（国民健康保険事業会計）保健衛生諸費に要する経費

事業内容
事業量等

市民課

レセプト点検を強化します。また、ジェネリック医薬品の使用を促進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

医療費の適正化　（10-6主）

予定事業費

主な予算事業名 国保税収納事務に要する経費

事業内容
事業量等

納税課

未納者への早期対応等を通じて収納率の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

国民健康保険税の収納率向上　（10-5主）

予定事業費

主な予算事業名 （国民健康保険事業会計）運営協議会に要する経費

事業内容
事業量等

市民課

国民健康保険運営協議会の意見を聴きながら毎年度検証します。

平成24年度（現況）
3か年計画

国民健康保険税の負担の適正化　（10-4主）

－ 35 －



№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

広報紙、ホームページ及
び出前講座により、新制
度に関する情報周知

広報紙、ホームページ及
び出前講座により、新制
度に関する情報周知

広報紙、ホームページ及
び出前講座により、新制
度に関する情報周知

広報紙、ホームページ及
び出前講座により、新制
度に関する情報周知

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 9

平成25年度 平成26年度 平成27年度

広報紙・ホームページに
よる周知

年金相談員による相談事
業実施
(毎週月・水・金曜日実施)
12月末現在、相談件数
1,069件

広報紙・ホームページに
よる周知

年金相談員による相談事
業実施
(毎週月・水・金曜日実施)

広報紙・ホームページに
よる周知

年金相談員による相談事
業実施
(毎週月・水・金曜日実施)

広報紙・ホームページに
よる周知

年金相談員による相談事
業実施
(毎週月・水・金曜日実施)

歳入　（千円） 1,581 1,581 1,581 1,581
歳出　（千円） 1,581 1,581 1,581 1,581

予定事業費

主な予算事業名 （年金総務費）一般事務に要する経費

事業内容
事業量等

市民課

広報紙、ホームページ及び出前講座を活用し、国民年金制度の趣旨普及に努めます。年金相談員による相談事業を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

国民年金制度の周知・加入促進　（10-9主）

予定事業費

主な予算事業名 後期高齢者医療に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

広報紙、ホームページ及び出前講座を活用し、新制度の趣旨普及を図り、円滑に移行します。

後期高齢者医療制度及び国民健康保険制度改正の円滑な移行　（10-8主） 市民課

－ 36 －



基本方針

１　健康づくり意識の高揚

２　健康診査の充実

３　医療連携体制の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
4,047人

（平成22年度）
5,300人

指標２
15.00%

（平成22年度）
17.20%

指標３
95.70%

（平成22年度）
98%

指標４
1,012人

（平成22年度）
1,300人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

健康はむら21計画の推
進

健康はむら21計画の推
進

第二次計画の策定に向
けた意識調査の実施

健康はむら21計画の推
進

審議会の開催
第二次計画の策定

健康はむら21第二次計
画の推進

歳入　（千円） 0 879 1,764 0
歳出　（千円） 0 1,761 3,528 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

はむら健康の日の開催
年1回

健康フェアの開催
年1回

はむら健康の日の開催
年1回

健康フェアの開催
年1回

はむら健康の日の開催
年1回

健康フェアの開催
年1回

はむら健康の日の開催
年1回

健康フェアの開催
年1回

歳入　（千円） 663 680 680 680
歳出　（千円） 1,326 1,360 1,360 1,360

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ヘルスアップ健診の実施

受診者数　8,175人

ヘルスアップ健診の実施

受診者数　8,888人

ヘルスアップ健診の実施

受診者数　9,154人

ヘルスアップ健診の実施

受診者数　9,429人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 26,460 26,594 26,815 27,619

予定事業費

主な予算事業名 ヘルスアップ健診（いきいきしあわせ健診）事業に要する経費

事業内容
事業量等

健康課

40歳以上を対象に、特定健診・健康診査と合わせてフォローアップ健診を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

ヘルスアップ健診　（11-3主）

予定事業費

主な予算事業名 地域健康づくり事業に要する経費・健康フェアに要する経費外

事業内容
事業量等

健康課

健康づくり推進員等との連携により、健康づくりと意識啓発を図るイベントを開催します。

平成24年度（現況）
3か年計画

はむら健康の日・健康フェア　（11-2主）

予定事業費

主な予算事業名 保健衛生事務に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

平日夜間急患センターの利用者数

健康課

健康増進法に基づき、市民の健康づくりを推進する第二次健康増進計画を策定、推進します。

健康はむら21第二次計画の策定及び推進　（11-1主）

２　安心して暮らせる支えあいのまち

だれもが生涯にわたり健康に暮らせるよう、健康づくりへの自主的な取組みを促します。ま
た、必要なときには質の高い医療が受けられるよう、地域の医療提供体制の充実を支援しま
す。

今後の
方向性

指標名

２　安心を支える健康づくりと保健・医療の充実
11　保健・医療

目標指標

「はむら健康の日」「健康フェア」の参
加人数

がん検診の受診率（対象人口率調査に基
づく受診率）

３～４か月児健診の受診率

－ 37 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

健康づくり教室「爽健美
body教室」の開催（年1講
座）
受講者数25人

健康づくりのための講座
の開催（年１講座）
受講者数25人

健康・スポーツフォーラム
の開催　年1回
参加者数100人

健康づくりのための講座
の開催（年2講座）
受講者数50人（25人×2
講座）

健康づくりのための講座
の開催（年1講座）
受講者数25人

健康・スポーツフォーラム
の開催　年1回
参加者数100人

歳入　（千円） 10 10 10 10
歳出　（千円） 12 62 12 62

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

乳幼児健診の実施
3～4か月児健診の受診
率　96.4%

乳幼児健診の実施
3～4か月児健診の受診
率　96.8%

乳幼児健診の実施
3～4か月児健診の受診
率　97.2%

乳幼児健診の実施
3～4か月児健診の受診
率　97.6%

歳入　（千円） 4,324 4,315 4,315 4,315
歳出　（千円） 17,839 17,828 17,828 17,828

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

予防接種の実施
定期6種、二類定期1種、
任意4種（高齢者肺炎球
菌ワクチンを追加）を実施

予防接種の実施
定期10種、二類定期1
種、任意1種を実施

予防接種の実施
定期10種、二類定期1
種、任意1種を実施

予防接種の実施
定期10種、二類定期1
種、任意1種を実施

歳入　（千円） 30,563 14,053 14,053 14,053
歳出　（千円） 111,681 145,959 145,959 145,959

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度
各種がん検診の実施
（新規：働く世代への大腸
がん検診）
受診率（全体平均）
16.7%

各種がん検診の実施

受診率（全体平均）
16.9%

各種がん検診の実施

受診率（全体平均）
17.0%

各種がん検診の実施

受診率（全体平均）
17.1%

歳入　（千円） 6,492 6,239 6,239 6,239
歳出　（千円） 48,174 47,643 47,643 47,643

№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

運営支援 運営支援 運営支援 運営支援

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 422,684 400,027 326,037 325,863

予定事業費

主な予算事業名 福生病院組合の運営に要する経費

事業内容
事業量等

健康課

福生病院組合を組織する羽村市・福生市・瑞穂町により、病院運営を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

公立福生病院の運営支援　（11-7主）

予定事業費

主な予算事業名 がん早期発見健康診査に要する経費

事業内容
事業量等

健康課

がんを早期に発見するため、実施体制、対象者、受診指導などの内容を見直し、健診の受診率の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

がん検診の拡充　（11-8）

予定事業費

主な予算事業名 予防接種事業に要する経費

事業内容
事業量等

健康課

ポリオ、ＢＣＧなどの各種疾病を予防するための接種を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

予防接種　（11-6主）

予定事業費

主な予算事業名 乳幼児健康診査に要する経費・乳幼児歯科健診に要する経費

事業内容
事業量等

健康課

3か月から3歳までを対象に定期健診を実施し、必要に応じて経過観察を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

乳幼児健診　（11-5主）

予定事業費

主な予算事業名 健康教育・健康相談に要する経費・健康・体力づくりに要する経費

事業内容
事業量等

健康課・スポーツ推進課

関係団体等と連携して、保健・栄養などの学習と運動を組みあわせた健康づくりのための講座等を開催します。

平成24年度（現況）
3か年計画

保健と運動を組みあわせた健康づくりのための講座　（11-4主）
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基本方針

１　地域コミュニティの振興

２　市民活動の促進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
44.50%

（平成23年4月）
50%

指標２
63.90%

（平成22年度）
70.00%

指標３
173団体

（平成23年4月）
200団体

指標４
50件

（平成22年度）
60件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度
町内会・自治会への助成

町内会連合会と協働した
加入促進施策の実施
（平成24年加入率44.1％）

集会施設・学習等供用施
設の利用促進
（平成23年度稼働率
62.5%）

町内会・自治会への助成

町内会・自治会への加入
促進の支援
(加入率45.5％）

集会施設・学習等供用施
設の利用促進
（稼働率64.0%）

町内会・自治会への助成

町内会・自治会への加入
促進の支援
(加入率47.0％）

集会施設・学習等供用施
設の利用促進
（稼働率66.0%）

町内会・自治会への助成

町内会・自治会への加入
促進の支援
(加入率48.5％）

集会施設・学習等供用施
設の利用促進
（稼働率68.0%）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 54,043 59,571 59,571 59,571

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公益団体等の把握と情報
提供

市民との協働事業の推進
（50事業）

市民活動情報紙「きずな」
の発行（6回発行）

公益団体等の把握と情報
提供

市民との協働事業の推進
（60事業）

市民活動情報紙「きずな」
の発行（6回発行）

公益団体等の把握と情報
提供

市民との協働事業の推進
（60事業）

市民活動情報紙「きずな」
の発行（6回発行）

公益団体等の把握と情報
提供

市民との協働事業の推進
（60事業）

市民活動情報紙「きずな」
の発行（6回発行）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 2,042 1,540 1,540 1,540

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市民活動講座・ボランティ
ア講座等の実施（年2回）

市民活動講座・ボランティ
ア講座等の実施（年2回）

市民活動講座・ボランティ
ア講座等の実施（年2回）

市民活動講座・ボランティ
ア講座等の実施（年2回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 150 150 150 150

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

市民活動センターを拠点に、市民活動、コミュニティ活動を支援するとともに、行政との協働事業を展開します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市民活動センターの運営　（12-5主）

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

定年退職者の地域活動への参加を促していくための、各種講座を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

地域入門講座・地域リーダー養成講座等の実施　（12-2主）　

予定事業費

主な予算事業名 町内会・自治会の振興に要する経費・集会施設の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市民活動団体の協働事業数

地域振興課

町内会・自治会の加入率向上に向けて、活動内容の紹介や自主的な活動の充実のための支援を行います。

町内会・自治会活動への支援　（12-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

町内会・自治会、ボランティア・サークルなどの市民活動団体、ＮＰＯ法人などの自立した
活動や相互の連携を支援し、ふれあいや助けあいが日常的に行われる活気ある地域社会をつ
くっていきます。

今後の
方向性

指標名

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
12　市民活動

目標指標

町内会・自治会への加入率

集会施設・学習等供用施設の利用率（稼
働率）

市民活動団体数
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ソーシャルネットワークの
調査・研究

ソーシャルネットワークの
調査・研究

ソーシャルネットワークづ
くりの準備

ソーシャルネットワークの
構築及び運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 1,424

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設立相談と情報提供

市内のNPO団体数12団
体
市民活動・ボランティア団
体登録数201団体

設立相談と情報提供 設立相談と情報提供

活動支援策の検討

設立相談と情報提供

活動支援策の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市民提案制度の調査・研
究

市民提案制度の調査・研
究

市民提案制度の仕組み
づくり

市民提案事業の募集と事
業の協働実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 2,000

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地域活動団体連携協議
会の調査・研究

同種の社会貢献活動や
公益活動を行う団体間の
情報交換会の実施

地域活動団体連携協議
会の仕組みの研究と検討

同種の社会貢献活動や
公益活動を行う団体間の
情報交換会の実施

地域活動団体連携協議
会の仕組みの研究と検討

地域活動団体連絡協議
会の設置及び運営支援

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

市民活動団体やＮＰＯ法人、企業等との連携による社会貢献活動や公益活動を促進していくため、関係団体による協議会を設置・
運営します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

地域活動団体連携協議会の設置・運営　（12-7主）

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

市民活動団体が自ら企画、実施する協働事業の提案を募集します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

協働事業の市民提案制度の実施　（12-6主）

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

ＮＰＯ法人や市民活動団体の設立、活動への支援を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

ＮＰＯ法人等の設立・活動支援　（12-4主）

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課・広報広聴課

市民相互に活動の情報などを紹介し合えるソーシャルネットワークの場を提供していきます。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

インターネットを活用したソーシャルネットワークづくり　（12-3主）
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基本方針

１　人権尊重の推進

２　男女共同参画の推進

３　多文化共生の推進

４　世界平和思想の趣旨普及

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
34.20%

（平成23年3月）
40%

指標２
3団体

（平成22年度）
6団体

指標３
520人

（平成22年度）
1,000人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

男女共同参画基本計画
の運用

男女共同参画推進事業
の実施

男女共同参画推進会議
の開催

審議会等への女性の参
画　参画比率　　33.2％

男女共同参画基本計画
の運用

男女共同参画推進事業
の実施

男女共同参画推進会議
の開催

審議会等への女性の参
画　参画比率　　40％

男女共同参画基本計画
の運用

男女共同参画推進事業
の実施

男女共同参画推進会議
の開催

審議会等への女性の参
画　参画比率　　40％

男女共同参画基本計画
の運用

男女共同参画推進事業
の実施

男女共同参画推進会議
の開催

審議会等への女性の参
画　参画比率　　40％

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 1,157 1,272 1,272 1,272

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平和の企画展の開催
入場者数　733人

東京空襲資料展の開催

戦争関連資料の収集

平和の企画展の開催
入場者数　1,000人

東京空襲資料展の開催

戦争関連資料の収集

平和啓発施設見学会の
実施　　参加者数25人

平和の企画展の開催
入場者数　1,000人

東京空襲資料展の開催

戦争関連資料の収集

平和啓発施設見学会の
実施　　参加者数25人

平和の企画展の開催
入場者数　1,000人

東京空襲資料展の開催

戦争関連資料の収集

平和啓発施設見学会の
実施　　参加者数25人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 27 48 48 48

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 平和事業に要する経費

企画政策課・生涯学習センターゆとろぎ・図書
館・郷土博物館世界平和思想の趣旨普及　（13-7主）

悲惨な戦争体験を風化させないため、戦争に関する企画展、資料展の開催、広報活動を通じた啓発事業を展開します。

平成24年度（現況）
3か年計画

予定事業費

主な予算事業名 男女共同参画社会の推進に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課

男女共同参画の考え方が市民や団体、企業等により浸透するよう、啓発活動を展開します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

男女共同参画の推進　（13-4主）

審議会等への女性の参画比率

外国人市民への日本語ボランティア団体
数

平和の企画展入場者

目標指標

３　ふれあいと活力のあふれるまち

多様な価値観や文化を持った市民だれもが、性別や国籍などに関わらず、お互いを尊重しあ
い、地域でともに生きる社会を目指します。

今後の
方向性

指標名

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
13　共生社会
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№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

人権週間に合わせパネ
ル展等の実施

｢人権の花」運動の実施
小学校2校

人権作文ｺﾝﾃｽﾄへの参
加　中学校3校

人権週間に合わせパネ
ル展等の実施

｢人権の花」運動の実施
小学校2校

人権作文ｺﾝﾃｽﾄへの参
加　中学校3校

人権週間に合わせパネ
ル展等の実施

｢人権の花」運動の実施
小学校2校

人権作文ｺﾝﾃｽﾄへの参
加　中学校3校

人権週間に合わせパネ
ル展等の実施

｢人権の花」運動の実施
小学校2校

人権作文ｺﾝﾃｽﾄへの参
加　中学校3校

歳入　（千円） 60 60 60 60
歳出　（千円） 89 89 89 89

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

人権教育推進委員会の
開催（年7回）

人権教育推進委員会報
告書の作成

小中9年間の継続した指
導計画や指導資料検討

人権教育推進委員会の
開催（年7回）

人権教育推進委員会報
告書の作成

小中9年間の継続した指
導計画や指導資料検討

人権教育推進委員会の
開催（年7回）

人権教育推進委員会報
告書の作成

小中9年間の継続した指
導計画や指導資料の周
知、啓発

人権教育推進委員会の
開催（年7回）

人権教育推進委員会報
告書の作成

指導資料をもとにした授
業実践

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 50 50 50 50

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

人権施策推進都市町村
連絡会等への参加

人権侵害等被害者への
対応(東京都、東京法務
局等との連絡調整）

人権施策推進都市町村
連絡会等への参加

人権侵害等被害者への
対応(東京都、東京法務
局等との連絡調整）

人権施策推進都市町村
連絡会等への参加

人権侵害等被害者への
対応(東京都、東京法務
局等との連絡調整）

人権施策推進都市町村
連絡会等への参加

人権侵害等被害者への
対応(東京都、東京法務
局等との連絡調整）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 8 8 8 8

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

異文化理解講座等の実
施

異文化理解講座等の実
施

異文化理解講座等の実
施

異文化理解講座等の実
施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

外国人市民との共生を図るための講座や交流事業、相談事業を実施します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

多文化共生への理解を深める講座等の実施　（13-5主）

予定事業費

主な予算事業名 庶務事務に要する経費・広聴・相談に要する経費

事業内容
事業量等

総務課・広報広聴課

東京都や関係機関と連携し、DVや虐待などの被害者等への適切な対応を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

人権に関する東京都や関係機関との連携強化　（13-3主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

学校教育課

小中学校における人権教育を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

人権教育の推進　（13-2主）

予定事業費

主な予算事業名 庶務事務に要する経費・人権啓発活動地域ネットワーク事業に要する経費

事業内容
事業量等

総務課・広報広聴課

人権週間等に合わせて人権作文の募集、人権講演会などを実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

人権に関する意識啓発　（13-1主）
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№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市民ボランティアによる日
本語指導、日本文化の情
報提供
（日本語ボランティア団体
数3団体）

外国語による広報紙など
の発行

市民ボランティアによる日
本語指導、日本文化の情
報提供

外国語による広報紙など
の発行

市民ボランティアによる日
本語指導、日本文化の情
報提供

外国語による広報紙など
の発行

市民ボランティアによる日
本語指導、日本文化の情
報提供

外国語による広報紙など
の発行

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平和に関する作文の募集 平和に関する作文の募集 平和に関する作文の募集 戦後70周年平和作文集
の発行

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 5 300

予定事業費

主な予算事業名 平和事業に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

平和に関する作文や戦争体験などを掲載した戦後70周年平和作文集を発行します。

平和作文集の発行　（13-8主） 企画政策課

予定事業費

主な予算事業名 市民活動の推進に要する経費

事業内容
事業量等

地域振興課

市民ボランティアなどによる日本語指導や市民生活に必要なルール説明などの活動を充実します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

外国人市民への日本語指導等の充実　（13-6主）
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基本方針

１　防災体制・設備の充実

２　消防体制・設備の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
5,899人

（平成22年度）
8,000人

指標２
21件

（平成22年）
20件以下

指標３
189人

（平成23年4月）
200人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

防災会議の開催

東日本大震災後の課題
整理、地域防災計画の見
直し

市民アンケートの実施

防災会議の開催

地域防災計画の策定
概要版及びリーフレット作
成

地域防災計画の推進

防災会議の開催

地域防災計画の推進

防災会議の開催

地域防災計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 703 2,937 200 200

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業継続計画原案検討 事業継続計画策定及び
推進

事業継続計画策定及び
推進

事業継続計画策定及び
推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

災害用特設公衆電話回
線敷設
（避難所：10ヶ所）

歳入　（千円） 0 0
歳出　（千円） 0 1,379

予定事業費

主な予算事業名 防災対策に要する経費

事業内容
事業量等

危機管理課・建築課

災害発生時に避難所となる市内の小中学校の体育館に災害用特設公衆電話回線を敷設し、避難所の通信手段を確保します。

平成24年度（現況）
3か年計画

避難所への災害用特設公衆電話回線の敷設　（14-11）

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

危機管理課・防災安全課

震災時における災害対応に加え、市役所業務を継続するための事業継続計画を策定し、推進します。

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

地震編ＢＣＰ（事業継続計画）の策定及び推進　（14-2主）

予定事業費

主な予算事業名 防災会議に要する経費・防災対策に要する経費

事業内容
事業量等

危機管理課・防災安全課

被害想定の見直しに合わせて、地域防災計画を定期的に見直し、計画に基づく防災対策を推進します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

地域防災計画の見直し・推進　（14-1主）

防災訓練の参加者数

市内の火災発生件数

消防団員数

目標指標

３　ふれあいと活力のあふれるまち

自助・共助・公助による防災体制の整備を進め、災害に強いまちを創り、市民生活の安全と
安心の確保に努めます。

今後の
方向性

指標名

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
14　防災
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市内事業者との連携強化

日野自動車㈱羽村工場、
羽村特別支援学校、羽村
高等学校との災害時相互
応援協定締結

市内事業者との連携強化 市内事業者との連携強化 市内事業者との連携強化

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

災害時要援護者登録制
度の運用開始
（登録数320人）

制度の周知・啓発・運用 制度の周知・啓発・運用 制度の周知・啓発・運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 299 0 0 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

防災行政無線の難聴地
域を解消
（増設12箇所、移設3箇
所、改修等31箇所）

緊急速報メール（エリア
メール）の導入

教育施設等へのPHS電
話機の配備

防災行政無線の保守・点
検・修繕等

防災行政無線及び移動
系消防無線のデジタル化
の検討

防災行政無線の保守・点
検・修繕等

防災行政無線及び移動
系消防無線のデジタル化
の検討

防災行政無線の保守・点
検・修繕等

防災行政無線及び移動
系消防無線のデジタル化
の検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 69,321 4,133 4,393 4,393

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業者との協議・協定の
締結

市内各所にソーラー標識
街灯、時計等を設置
（3基設置）

事業者との協議・協定の
締結

市内各所にソーラー標識
街灯、時計等を設置
（2基設置）

事業者との協議・協定の
締結

市内各所にソーラー標識
街灯、時計等を設置
（2基設置）

事業者との協議・協定の
締結

市内各所にソーラー標識
街灯、時計等を設置
（2基設置）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

防災安全課・土木課

民間事業者と協定を締結し、広告塔と併用したソーラー式の避難誘導看板や公園内の照明や時計、街灯を設置していきます。

平成24年度（現況）
3か年計画

官民共同によるソーラー標識、街灯の設置　（14-10主）

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課・危機管理課

防災行政無線のデジタル化に対応するとともに、住環境の変化に応じた放送塔の配置など、施設の整備を図ります。また、災害時
における様々な情報伝達手段を活用し、情報連絡体制の強化を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

災害時の情報伝達手段の強化　（14-4主）

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

危機管理課

災害時の要援護者のリストを作成し、自主防災組織や消防団等への情報提供を行い、日常的な見守りや災害時の援護体制を強
化します。

平成24年度（現況）
3か年計画

災害時要援護者対策の強化　（14-9）

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

危機管理課・防災安全課

緊急支援物資の提供や災害応急対策のほか、避難者受入のための住宅確保について、市内事業者と協定して連携を強化しま
す。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市内事業者との応援協定（災害時）の締結　（14-3主）
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№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

木造住宅
　耐震診断補助3件
　耐震改修費補助0件

特定沿道建築物
　耐震診断補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件
　
特定沿道建築物
　耐震診断補助3件
　耐震設計補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件

特定沿道建築物
　耐震設計補助3件
　耐震改修補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件
　
特定沿道建築物
　耐震改修補助3件

歳入　（千円） 10,177 8,293 104,131 25,837
歳出　（千円） 10,252 8,969 104,810 26,513

№ 9

平成25年度 平成26年度 平成27年度

水防訓練

救命講習、住民指導、三
団合同研修会、文化財消
防演習、消防庁震災訓練

ポンプ操法訓練

救命講習、住民指導、三
団合同研修会、文化財消
防演習、消防庁震災訓練

水防訓練

救命講習、住民指導、三
団合同研修会、文化財消
防演習、消防庁震災訓練

ポンプ操法訓練

救命講習、住民指導、三
団合同研修会、文化財消
防演習、消防庁震災訓練

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 9,915 19,129 7,444 16,077

№ 10

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（改選期）
退団した団員数を新たに
確保
（消防団員数188人）

消防団員の充足状況に
より、団員資格要件の見
直しを検討
（目標団員数192人）

（改選期）
退団した団員数を新たに
確保
（目標団員数194人）

　
消防団員の充足状況に
より、団員資格要件の見
直しを検討
（目標団員数197人）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 26,043 31,693 26,254 26,115

予定事業費

主な予算事業名 消防団活動に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

消防団員の資格要件を見直し、団員の確保を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

消防団員の確保　（14-7主）

予定事業費

主な予算事業名 消防団活動に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

ポンプ操法訓練など、福生消防署と連携した訓練を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

消防団訓練の実施　（14-6主）

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

建築課

建築物の耐震化を促進するため、耐震診断及び改修費の助成などを行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

建築物の耐震化促進事業　（14-5主）
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基本方針

１　交通安全対策の強化

２　自転車対策の強化

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
294件

（平成22年）
200件以下

指標２
12回

（平成22年度）
20回

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

自転車利用状況の調査

利用状況に対応した自転
車駐車場の確保

市内全自転車駐車場収
容台数6,160台

自転車利用状況の調査

羽村駅東口第四自転車
駐車場の整備・拡幅

市内全自転車駐車場収
容台数6,260台

自転車利用状況の調査

利用状況に対応した自転
車駐車場の確保

市内全自転車駐車場収
容台数6,260台

自転車利用状況の調査

利用状況に対応した自転
車駐車場の確保

市内全自転車駐車場収
容台数6,260台

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 28,434 29,448 28,351 28,351

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

交通安全施設の設置箇
所の調査・設置
区画線設置　延長7,101m
道路反射鏡　5箇所

市道第202号線歩道設置
工事
延長=45ｍ、幅=2.5ｍ

交通安全施設の設置箇
所の調査・設置
区画線設置　延長8,000m
道路反射鏡　5箇所

市道地点名標識設置工
事
　　17基

交通安全施設の設置箇
所の調査・設置
区画線設置　延長8,000m
道路反射鏡　5箇所

交通安全施設の設置箇
所の調査・設置
区画線設置　延長8,000m
道路反射鏡　5箇所

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 17,000 7,520 5,000 5,000

主な予算事業名 自転車対策に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

自転車利用に対応した自転車駐車場の確保・整備を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

自転車駐車場の確保・整備　（15-4主）

予定事業費

主な予算事業名 道路交通安全施設整備に要する経費

事業内容
事業量等

土木課・防災安全課

区画線などの整備を行うほか、福生警察署に対して信号機などの設置を要望します。

平成24年度（現況）
3か年計画

市内における交通事故発生件数

交通安全教室の年間開催件数

目標指標

交通安全施設の整備　（15-1主）

予定事業費

３　ふれあいと活力のあふれるまち

交通安全施設の整備を進めるとともに、福生警察署などの関係機関と連携した交通安全対策
を実施し、交通事故のないまちを目指します。

今後の
方向性

指標名

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
15　交通安全
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№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

街頭指導の実施

小学生を対象とした自転
車運転免許制度の運用

中学生を対象としたスケ
アードストレート技法によ
る交通安全教室の開催

高齢者向け自転車安全
利用講習の開催

自転車マナーアップ指導
の実施

羽村高校交通安全指導

（交通安全教室開催回数
17回）

事業内容の充実

（交通安全教室開催回数
18回）

事業内容の充実

主婦層への交通安全指
導

（交通安全教室開催回数
19回）

事業内容の充実

（交通安全教室開催回数
20回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 263 263 263 263

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

自転車シェアリング・レン
タサイクルに関する調査
研究

自転車シェアリング・レン
タサイクルに関する調査
研究

自転車シェアリング・レン
タサイクルに関する社会
実験

事業の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 3,052 2,947

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

自転車駐車場の運営方
法の調査・研究

自転車駐車場の運営方
法の調査・研究

自転車駐車場の運営方
法の調査・研究

有料化や民間活力導入
の検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 自転車対策に要する経費

事業内容
事業量等

有料化や民間活力の導入など、自転車駐車場の運営方法を検討します。

平成24年度（現況）
3か年計画

防災安全課自転車駐車場の運営方法の検討　（15-5主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

産業課・防災安全課・区画整理事業課・区画整理管理課

自転車シェアリングやレンタサイクルなど、自転車の有効活用について検討します。

平成24年度（現況）
3か年計画

自転車の利用・活用の促進　（15-3主）

予定事業費

主な予算事業名 交通安全対策に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

各種講習会を開催し、子どもから高齢者まで、自転車運転のルール・マナーの向上を呼びかけます。

平成24年度（現況）
3か年計画

自転車運転のルール・マナー向上のための講習会の開催　（15-2主）

－ 48 －



基本方針

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
817件

（平成22年）
600件以下

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

防犯、交通安全及び火災
予防推進会議の開催（3
回）

防犯、交通安全及び火災
予防推進会議
　委員の改選（任期2年）
　会議の開催（3回）

防犯、交通安全及び火災
予防推進会議の開催（3
回）

推進計画（第三次）の策
定（計画年度平成27年度
～平成29年度）

防犯、交通安全及び火災
予防推進会議
　委員の改選（任期2年）
　会議の開催（3回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 320 180 180 180

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設置計画の策定
（平成25年度～平成27年
度）

防犯カメラの拠点設置
（小作駅東口5台）

防犯カメラの拠点設置
（羽村駅東口3台）

防犯カメラの拠点設置
（羽村駅西口2台）
（小作駅西口2台）

運用状況を検証し、平成
28年度以降の設置につ
いて検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 2,524 1,474 2,251

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

NPO法人市民パトロール
センターはむらによる、パ
トロールセンターの運営
補助

NPO法人市民パトロール
センターはむらによる、パ
トロールセンターの運営
補助

青色回転灯装備車へのＡ
ＥＤ搭載
（2台設置）

NPO法人市民パトロール
センターはむらによる、パ
トロールセンターの運営
補助

NPO法人市民パトロール
センターはむらによる、パ
トロールセンターの運営
補助

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 9,798 9,850 9,349 9,364

予定事業費

主な予算事業名 防犯対策に要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

街頭における防犯対策として、羽村駅・小作駅周辺に防犯カメラを拠点設置し、犯罪の抑止を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

街頭防犯カメラ整備事業　（16-4）

予定事業費

主な予算事業名 市民生活安全パトロールに要する経費

事業内容
事業量等

防災安全課

市民主体によるパトロールなどの防犯活動を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市民防犯活動の支援　（16-3主）

予定事業費

主な予算事業名 防犯対策に要する経費

事業内容
事業量等

市民の安全・安心を取り巻く状況の変化に応じ、推進計画を見直します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市内における犯罪発生件数
目標指標

防災安全課羽村市防犯、交通安全及び火災予防推進計画の見直し　（16-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

行政、市民、事業者及びＮＰＯ法人等が連携した防犯体制を充実し、犯罪のないまちを目指
します。

今後の
方向性

指標名

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
16　防犯

１　防犯体制の整備

－ 49 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

街路灯の補修・設置
　

　LED照明灯　5基

街路灯の補修・取替・設
置
　
　LED照明灯 　5基

街路灯の補修・取替・設
置
　
　LED照明灯  40基
　ランプ交換　70灯

街路灯の補修・取替・設
置
　
　LED照明灯  40基
　ランプ交換　70灯

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 6,440 8,500 19,300 19,300

予定事業費

主な予算事業名 街路照明施設維持管理に要する経費・道路交通安全施設整備に要する経費

事業内容
事業量等

土木課・防災安全課

街路灯の計画的な点検・補修・整備により、犯罪発生を抑止します。

平成24年度（現況）
3か年計画

街路灯の整備　（16-2主）

－ 50 －



基本方針

１　国及び米軍への要請

２　情報の提供

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成25年度版「羽村市と
横田基地」の企画構想・
資料収集

平成25年度版「羽村市と
横田基地」の作成
印刷製本
公共施設窓口やホーム
ページ等での公表

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 143 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

横田基地周辺市町基地
対策連絡会などを通じた
安全確保・騒音防止等の
要請

横田基地周辺市町基地
対策連絡会などを通じた
安全確保・騒音防止等の
要請

横田基地周辺市町基地
対策連絡会などを通じた
安全確保・騒音防止等の
要請

横田基地周辺市町基地
対策連絡会などを通じた
安全確保・騒音防止等の
要請

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 52 38 38 38

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

国へ防衛補助等の拡充
を要請

国へ防衛補助等の拡充
を要請

国へ防衛補助等の拡充
を要請

国へ防衛補助等の拡充
を要請

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 23 23 23 23

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

国等へ情報提供を要請 国等へ情報提供を要請 国等へ情報提供を要請 国等へ情報提供を要請

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 渉外・連絡調整に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課

横田基地、防衛関係の資料を取りまとめた冊子を作成し、公表します。

平成24年度（現況）
3か年計画

平成25年度版「羽村市と横田基地」の作成　（17-6主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

企画政策課

基地に関する情報の提供や説明を国等に求めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

基地関連情報の収集　（17-3主）

事業内容
事業量等

主な予算事業名 渉外・連絡調整に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課

公共施設の整備等に向けた防衛補助等の拡充について、周辺自治体とともに要請していきます。

平成24年度（現況）
3か年計画

特定防衛施設周辺対策事業の充実要請　（17-2主）

予定事業費

主な予算事業名 渉外・連絡調整に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課

航空機騒音など、横田基地に起因する諸問題について、横田基地周辺市町基地対策連絡会等を通じ、国及び米軍などに要請し
ます。

平成24年度（現況）
3か年計画

基地に起因する諸問題についての国及び米軍等への要請　（17-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

横田基地に起因する航空機騒音などの問題の解決に向けて、基地周辺自治体と連携し、国及
び米軍等へ要請するとともに、市民への情報提供を行っていきます。

今後の
方向性

１　ともにつくる住みよい地域社会の実現
17  基地対策

－ 51 －



№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

航空機の騒音測定

航空機の飛行高度測定
に関する調査研究

航空機の騒音測定

航空機の飛行高度測定
に関する調査研究

航空機の騒音測定

航空機の飛行高度の施
行測定

航空機の騒音測定

航空機の飛行高度の測
定・公表

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 30 100 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

広報紙、ホームページを
活用した情報提供

広報紙、ホームページを
活用した情報提供

広報紙、ホームページを
活用した情報提供

広報紙、ホームページを
活用した情報提供

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 渉外・連絡調整に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課

横田基地に起因する様々な問題について、市民への情報提供を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

横田基地に関する市民への情報の提供　（17-5主）

予定事業費

主な予算事業名 渉外・連絡調整に要する経費

事業内容
事業量等

企画政策課・環境保全課

横田基地に関係する航空機の騒音や飛行高度などを測定します。

平成24年度（現況）
3か年計画

航空機騒音、航空機飛行高度などに関する測定　（17-4主）

－ 52 －



基本方針

１　工業の活性化

２　企業誘致の促進

３　雇用の促進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
5件

（平成22年度まで）
9件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

策定に関する調査・研究 計画策定会議の開催
部会の設置・開催
計画の策定

（商業施策と一体で産業
振興計画として策定）

計画の推進 計画の推進

歳入　（千円） 14,058 0 0 0
歳出　（千円） 14,058 341 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

企業誘致促進制度の充
実
（企業誘致累計　8件）

企業誘致意向調査の実
施

広報紙、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等によ
る周知

商工会等との連携強化
（定例会議の実施）

企業誘致促進制度の充
実

企業誘致活動実施
（企業訪問、展示会出展
等）

広報紙、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等によ
る周知

商工会等との連携強化
（定例会議の実施）

企業誘致促進制度の充
実

企業誘致活動実施
（企業訪問、展示会出展
等）

広報紙、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等によ
る周知

商工会等との連携強化
（定例会議の実施）

企業誘致促進制度の充
実

企業誘致活動実施
（企業訪問、展示会出展
等）

広報紙、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等によ
る周知

商工会等との連携強化
（定例会議の実施）

歳入　（千円） 14,058 0 0 0
歳出　（千円） 17,010 3,005 3,005 3,005

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

操業環境支援事業制度
の創設

事業の運用
助成金支給（3件）

事業の運用
助成金支給（6件）
（事業継続の検討）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 15,000 30,000

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

製造業の操業環境を改善することで、将来にわたる市内での継続的な企業活動を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

製造業の操業環境支援事業の実施　（18-7）

予定事業費

主な予算事業名 企業誘致に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

企業誘致促進制度の情報発信を進め、企業誘致の促進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

企業誘致の促進　（18-5主）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

地域の特性に即した工業振興計画を策定し、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

誘致した企業の累計件数（平成16年度以
降）

目標指標

産業課産業振興計画の策定及び推進　（18-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

社会経済状況の変化に適応した企業経営の安定と強化、新たな創業を促進するための支援を
行い、地域とともに発展する活力ある工業の振興を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　地域とともに歩む魅力ある産業の育成
18　工業

－ 53 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

個別訪問の実施
（訪問件数　500件）

個別訪問の実施
（訪問件数　500件）

個別訪問の実施
（訪問件数　500件）

個別訪問の実施
（訪問件数　500件）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 13,287 13,287 13,287 13,287

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

中小企業振興資金融資
制度の運用
　
小口零細企業事業資金
融資制度の運用

創業者に対する指定融資
商品に係る利子助成制
度の運用

中小企業振興資金融資
制度の運用
　
小口零細企業事業資金
融資制度の運用

創業者に対する指定融資
商品に係る利子助成制
度の運用

中小企業振興資金融資
制度の運用
　
小口零細企業事業資金
融資制度の運用

創業者に対する指定融資
商品に係る利子助成制
度の運用

中小企業振興資金融資
制度の運用
　
小口零細企業事業資金
融資制度の運用

創業者に対する指定融資
商品に係る利子助成制
度の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 15,000 15,000 15,000 15,000

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

中小企業販路開拓支援
助成制度の運用

技術力向上及び人材育
成支援助成制度の運用

中小企業販路開拓支援
助成制度の運用
（助成の継続を検討）

技術力向上及び人材育
成支援助成制度の運用

（検討結果を反映）

技術力向上及び人材育
成支援助成制度の運用
（助成の継続を検討）

（検討結果を反映）

（検討結果を反映）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 2,000 2,000 1,000 0

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

緊急雇用対策事業の
実施

就職フェア等の開催
（面接会等）

セミナー等の開催
（対象：一般、中高年、若
年、女性、ひとり親等）

出張ハローワークの開催

就職フェア等の開催
（面接会等）

セミナー等の開催
（対象：一般、中高年、若
年、女性、ひとり親等）

出張ハローワークの開催

就職フェア等の開催
（面接会等）

セミナー等の開催
（対象：一般、中高年、若
年、女性、ひとり親等）

出張ハローワークの開催

就職フェア等の開催
（面接会等）

セミナー等の開催
（対象：一般、中高年、若
年、女性、ひとり親等）

出張ハローワークの開催

歳入　（千円） 11,055 0 0 0
歳出　（千円） 11,146 141 168 168

予定事業費

主な予算事業名 職員人事給与事務等に要する経費・雇用対策事業等に要する経費

事業内容
事業量等

産業課・企画政策課・子育て支援課等

ハローワークや東京都等関係機関と連携し、就職支援のセミナーを開催する等の雇用対策を進めます。また、企業誘致等により、
雇用機会の創出を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

雇用の促進　（18-6）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

事業所が行う経営向上の取組みに対して、助成金を支給します。

平成24年度（現況）
3か年計画

経営向上のための助成制度の充実　（18-4主）

予定事業費

主な予算事業名 融資事業に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

社会経済情勢の変化に対応し、資金融資制度の充実を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

中小企業振興資金融資制度等の充実　（18-3主）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

企業活動支援員による経営相談、ビジネスマッチング、経営診断等により、企業経営を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

企業活動支援員による個別訪問事業　（18-2主）
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基本方針

１　商業の活性化

２　商業地域の活性化

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
0.87%

（平成19年）
0.90%

指標２
50.40%

（平成22年度）
55.00%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

策定に関する調査・研究 計画策定会議の開催
部会の設置・開催
計画の策定

（工業施策と一体で産業
振興計画として策定）

計画の推進 計画の推進

歳入　（千円） 14,058 0 0 0
歳出　（千円） 14,058 341 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

補助制度の創設・運用
　補助件数　10台

補助制度の運用
　補助件数　10台

補助制度の運用
　補助件数　10台
（補助制度継続の検討）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 1,000 1,000 1,000

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

個別訪問の実施
（訪問件数　660件）

経営力向上セミナーの開
催

にぎわい商品券発行事
業補助（第4弾、第5弾）

個別訪問の実施
（訪問件数　660件）

経営力向上セミナーの開
催

にぎわい商品券発行事
業補助（第5弾）
（事業の継続を検討）

個別訪問の実施
（訪問件数　660件）

経営力向上セミナーの開
催

個別訪問の実施
（訪問件数　660件）

経営力向上セミナーの開
催

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 34,627 33,287 13,287 13,287

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

企業活動支援員による商店等の個別支援や経営力の向上を図るためのセミナーを開催します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

地域商業への支援　（19-2主）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

地域の特性に即した商業振興計画を策定し、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

小売吸引力指数

市政世論調査における商業振興施策への
満足度

目標指標

産業振興計画の策定及び推進　（19-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

商店等の魅力を高めるための個別支援を行うとともに、にぎわいのある商業集積を進め、活
気に満ちた地域商業の振興を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　地域とともに歩む魅力ある産業の育成
19　商業

産業課・環境保全課

環境配慮型車両の導入により、地球温暖化対策の取り組みを推進するとともに、市内経済の活性化を促進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

環境配慮型トラック（ハイブリッドトラック）購入費補助事業　（19-6）

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市内産業実態調査の実
施

（仮称）羽村ブランド創設
についての調査・研究

北杜市の産業交流の実
施

（仮称）羽村ブランド創設
についての調査・研究

北杜市の産業交流の実
施

（仮称）羽村ブランド品等
の認定

北杜市の産業交流の実
施

（仮称）羽村ブランド品の
販売開始

北杜市の産業交流の実
施

歳入　（千円） 14,058 0 0 0
歳出　（千円） 14,058 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

個別訪問の実施

商店街活性化策の検討

個別訪問の実施

商店街活性化策の検討
　学生等を活用した活性
　化策の検討

個別訪問の実施

商店街活性化策の検討
　学生等を活用した活性
　化策の検討

個別訪問の実施

商店街活性化策の検討
　学生等を活用した活性
　化策の検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 13,287 13,287 13,287 13,287

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

運営費補助金の交付

事業費補助金の交付

運営費補助金の交付

事業費補助金の交付

運営費補助金の交付

事業費補助金の交付

運営費補助金の交付

事業費補助金の交付

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 44,710 44,710 44,710 44,710

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

個別訪問の実施

商店会等の活性化検討
　はむらe－市場の支援
　はむらＰＲ作戦の実施

個別訪問の実施

商店会等の活性化検討
　はむらe－市場の支援
　はむらＰＲ作戦の実施
　学生等を活用した活性
　化策の検討

個別訪問の実施

商店会等の活性化検討
　はむらe－市場の支援
　はむらＰＲ作戦の実施
　学生等を活用した活性
　化策の検討

個別訪問の実施

商店会等の活性化検討
　はむらe－市場の支援
　はむらＰＲ作戦の実施
　学生等を活用した活性
　化策の検討

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 13,287 13,287 13,287 13,287

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課・広報広聴課

地域コミュニティを支え、にぎわいのある商店会づくりを促進するための支援を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

商店会等の活性化　（19-5主）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

商工会が行う商業振興事業に対して、補助金を交付するなどの支援を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

商工会活動への支援　（19-4主）

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

中心市街地で創業する事業者に対するセミナーの開催や助成制度の検討を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

中心市街地活性化創業支援事業　（19-3主）

市内商業の共存共栄の推進　（19-7） 産業課

大規模商業施設等の出店による商業の流動化に適切に対応することで、市全体の産業力を高めるパートナーとして、商業施設と
商店が共存共栄していく環境を創出するため、商店による地域の特性を活かした新商品の開発等を促し、まちの顔となる魅力ある
店づくりを支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費
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基本方針

１　農業の活性化

２　農地の保全

３　地域に根ざした農業の推進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
109百万円

（平成22年度）
120百万円

指標２
35人

（平成22年度）
45人

指標３
13%

（平成22年度）
23.00%

指標４
1園

（平成22年度まで）
2園

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

農業振興計画（改訂）の
検討

検討会議　3回開催

農業振興計画（改訂）の
策定

策定会議　3回開催

農業振興計画の推進 農業振興計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5 30 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業PR・利用者募集等の
支援

体験農園数　1園

事業PR・利用者募集等の
支援
　
増援農園への設備支援

体験農園数　2園

事業PR・利用者募集等の
支援

体験農園数　2園

事業PR・利用者募集等の
支援

体験農園数　2園

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 1 502 1 1

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

施設整備に対する補助金の交付、事業ＰＲや利用者募集を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

農業体験農園の支援　（20-6主）

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

農業体験農園の設置数

産業課

地域の特性に即した農業振興計画を策定し、推進します。

農業振興計画の策定及び推進　（20-1主）

３　ふれあいと活力のあふれるまち

農産物の市内販路の拡充や多面的な役割を担っている都市農地の保全を進め、地域とともに
歩む都市農業の振興を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　地域とともに歩む魅力ある産業の育成
20　農業

目標指標

農産物直売所の売上

援農ボランティアの登録者数

学校給食における地元農作物の利用割合
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№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

農産物直売所運営

学校給食食材契約栽培

(契約栽培目標：4品目）
(学校給食における地元
農作物の利用割合15％）

農産物直売所運営

学校給食食材契約栽培

(契約栽培目標：5品目）
(学校給食における地元
農作物の利用割合17％）

農産物直売所運営

学校給食食材契約栽培

(契約栽培目標：5品目）
(学校給食における地元
農作物の利用割合19％）

農産物直売所運営
　指定管理者改選

学校給食食材契約栽培

(契約栽培目標：6品目）
(学校給食における地元
農作物の利用割合21％）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 419 419 419 419

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

農業団体協議会への支
援
　組織運営
　無公害農業促進補助

農業後継者団体への支
援
　組織運営
　技術向上研修
　経営パワーアップ補助

農業団体協議会への支
援
　組織運営
　無公害農業促進補助

農業後継者団体への支
援
　組織運営
　技術向上研修

農業団体協議会への支
援
　組織運営
　無公害農業促進補助

農業後継者団体への支
援
　組織運営
　技術向上研修

農業団体協議会への支
援
　組織運営
　無公害農業促進補助

農業後継者団体への支
援
　組織運営
　技術向上研修

歳入　（千円） 5,000 0 0 0
歳出　（千円） 6,780 1,280 1,280 1,280

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

農家及び援農ボランティ
ア支援（制度運用）

ボランティア登録目標者
数37人

農家及び援農ボランティ
ア支援（制度運用）

ボランティア登録目標者
数39人

農家及び援農ボランティ
ア支援（制度運用）

ボランティア登録目標者
数41人

農家及び援農ボランティ
ア支援（制度運用）

ボランティア登録目標者
数43人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 3 3 3 3

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

農商工業者とのマッチン
グのコーディネート

マッチング目標件数　5件

農商工業者とのマッチン
グのコーディネート

マッチング目標件数　5件

農商工業者とのマッチン
グのコーディネート

マッチング目標件数　6件

農商工業者とのマッチン
グのコーディネート

マッチング目標件数　6件

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5 5 5 5

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

農業とその他の産業との連携事業を促進し、市内農作物の販路拡大を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

農商工連携の推進　（20-5主）

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

ボランティアの増員を進めながら、ボランティアと農家の双方にとって、より有意義な内容とするために制度運用の充実を図りま
す。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

援農ボランティア制度の運用の充実　（20-4主）

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

農業関係団体が行う研修や環境保全の取組み等に対して補助金を交付し、活動等を支援します。

平成24年度（現況）
3か年計画

農業関係団体に対する活動支援　（20-3主）

予定事業費

主な予算事業名 農業振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

農業委員会や農業関係団体と協力し、農産物直売所や学校給食を活用して農作物の販売促進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

農産物の販売促進　（20-2主）
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基本方針

１　消費生活の自立促進

２　消費生活相談の充実

３　消費環境の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
122人

（平成22年度）
150人

指標２
18.17%

（平成22年度）
25.00%

指標３
47.90%

（平成22年度）
50.00%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

消費生活センターだより
の内容充実

消費者展の開催

消費者の日の開催

消費生活講座の開催
　年5回

消費生活センターだより
の内容充実

消費者展の開催

消費者の日の開催

消費生活講座の開催
　年5回

消費生活センターだより
の内容充実

消費者展の開催

消費者の日の開催

消費生活講座の開催
　年5回

消費生活センターだより
の内容充実

消費者展の開催

消費者の日の開催

消費生活講座の開催
　年5回

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 1,965 1,938 1,938 1,938

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

消費生活相談員の資質
の向上
（研修への参加支援）

関係部署との連携強化に
よる相談体制の充実

羽村市独自の啓発パンフ
レット等の作成

消費生活相談員の資質
の向上
（研修への参加支援）

関係部署との連携強化に
よる相談体制の充実

羽村市独自の啓発パンフ
レット等の作成

消費生活相談員の資質
の向上
（研修への参加支援）

関係部署との連携強化に
よる相談体制の充実

羽村市独自の啓発パンフ
レット等の作成

消費生活相談員の資質
の向上
（研修への参加支援）

関係部署との連携強化に
よる相談体制の充実

羽村市独自の啓発パンフ
レット等の作成

歳入　（千円） 1,155 0 0 0
歳出　（千円） 4,875 3,870 3,870 3,870

予定事業費

主な予算事業名 消費生活相談に要する経費・消費者教育・啓発に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

複雑化する相談に適切に対応できるよう相談員の資質の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

消費生活相談の充実　（21-2主）

予定事業費

主な予算事業名 消費生活の推進に要する経費・消費者の育成に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

消費者展、消費者の日、消費生活講座などの各事業を通じて、消費者の自立を促進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

消費者支援事業等の充実　（21-1主）

消費生活講座参加者数

消費生活相談における救済金額比率

買い物が便利になったと感じる高齢者の
割合（高齢者福祉計画・介護保険事業計
画に関するアンケート）

目標指標

３　ふれあいと活力のあふれるまち

だれもが、日常の生活を安心して送れるよう、消費者の自立を促進し、消費生活上のトラブ
ルを解消するとともに、消費者が買い物しやすい環境づくりを支援します。

今後の
方向性

指標名

２　地域とともに歩む魅力ある産業の育成
21  消費生活
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№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

はむらe-市場の支援

買い物のしやすい環境づ
くりについて商工会・商店
会等との協議・検討

はむらe-市場の支援

買い物のしやすい環境づ
くりについて商工会・商店
会等との協議・検討

はむらe-市場の支援

買い物環境の充実策の
実施

はむらe-市場の支援

買い物環境の充実策の
実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

産業課・高齢福祉介護課

高齢者などにも買い物のしやすい環境づくりを商工会や商店会に働きかけます。

平成24年度（現況）
3か年計画

買い物環境の充実　（21-3主）

－ 60 －



基本方針

１　観光資源の発掘と活用

２　イベントの充実等

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
23.7万人

（平成22年度）
30万人

指標２
86.6万人

（平成18年度）
95万人

指標３
54,000件

（平成22年度）
72,000件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

観光資源の発掘・研究

観光連携の調査・研究

観光資源の発掘・研究

３市（福生市・昭島市・羽
村市）観光連携ガイドツ
アー等の実施

はむらＰＲ作戦の実施

観光資源の発掘・研究

３市（福生市・昭島市・羽
村市）観光連携ガイドツ
アー等の実施

はむらＰＲ作戦の実施

観光資源の発掘・研究

３市（福生市・昭島市・羽
村市）観光連携ガイドツ
アー等の実施

はむらＰＲ作戦の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ロケーションのコーディ
ネート

フィルムコミッションに関
するマニュアルの作成

ロケーション数　7件

ロケーションのコーディ
ネート

ロケーション数　10件

ロケーションのコーディ
ネート

ロケーション数　12件

ロケーションのコーディ
ネート

ロケーション数　12件

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 30 30 30 30

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

イベント内容の充実
　花と水のまつり
　夏まつり
　観蓮会
　ふるさと祭り
　産業祭

イベント内容の充実
　花と水のまつり
　夏まつり
　観蓮会
　ふるさと祭り
　産業祭

イベント内容の充実
　花と水のまつり
　夏まつり
　観蓮会
　ふるさと祭り
　産業祭

イベント内容の充実
　花と水のまつり
　夏まつり
　観蓮会
　ふるさと祭り
　産業祭

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 21,750 23,550 23,550 23,550

予定事業費

主な予算事業名 商工業振興対策に要する経費・観光振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

夏まつりや産業祭等のイベントについて、事業内容の充実を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

各種イベントの充実　（22-3主）

予定事業費

主な予算事業名 広報発行に要する経費

事業内容
事業量等

広報広聴課

映画などのロケーションの誘致を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

フィルムコミッション事業の推進　（22-2主）

予定事業費

主な予算事業名 観光振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課・広報広聴課

観光資源の発掘と活用について、観光協会や商工会等と研究を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

観光資源の発掘　（22-1主）

動物公園入園者数

年間の総入込観光客数

市ホームページ（観光関係）のアクセス
数

目標指標

３　ふれあいと活力のあふれるまち

自然・歴史・文化などの観光資源の活用と、一年を通してまちの魅力を発信する取組みを進
め、地域がにぎわう観光の振興を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　地域とともに歩む魅力ある産業の育成
22　観光

－ 61 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

補助金の交付
　運営支援

観光資源PR等の事業支
援

補助金の交付
　運営支援

観光資源PR等の事業支
援

補助金の交付
　運営支援

観光資源PR等の事業支
援

補助金の交付
　運営支援

観光資源PR等の事業支
援

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 9,650 14,332 14,332 14,332

予定事業費

主な予算事業名 観光振興に要する経費

事業内容
事業量等

産業課

観光協会が行う観光振興事業に対して、補助金を交付するなどの支援を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

観光協会活動への支援　（22-4主）

－ 62 －



基本方針

１　多摩川の環境保全

２　水環境の保全

３　緑の保全・創出

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
49人

（平成22年度）
100人

指標２
21人

（平成22年度）
50人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

緑の基本計画策定の検
討

緑の基本計画の策定
（計画年度　平成26年度
～35年度）

緑の基本計画の運用 緑の基本計画の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 324 162 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

多摩川水質調査
（上流･中流･下流各年4
回）

多摩川水質調査
（上流･中流･下流各年4
回）

多摩川水質調査
（上流･中流･下流各年4
回）

多摩川水質調査
（上流･中流･下流各年4
回）

歳入　（千円） 552 552 552 552
歳出　（千円） 677 663 663 663

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

多摩川水生生物調査
(中流域年2回）

多摩川水生生物調査
(上流域年2回）

多摩川水生生物調査
(下流域年2回）

多摩川水生生物調査
(中流域年2回）

歳入　（千円） 373 373 373 373
歳出　（千円） 457 457 457 457

予定事業費

主な予算事業名 環境保全に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

緑に関する諸施策を計画的に推進するため、緑の基本計画を策定し、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

緑の基本計画の策定及び推進　（23-4主）

予定事業費

主な予算事業名 公害測定に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

多摩川の水生生物の生息状況を調査し、生育環境としての水質を監視します。

平成24年度（現況）
3か年計画

多摩川水生生物調査の実施　（23-2主）

予定事業費

主な予算事業名 公害測定に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

多摩川の水質を定期的に調査し、環境基準に基づく水質を監視します。

平成24年度（現況）
3か年計画

多摩川水質調査の実施　（23-1主）

緑地管理ボランティア団体への登録者数

緑の環境教室への参加者数

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

水や緑あふれる貴重な自然を保全し、美しい羽村の自然環境を将来の世代に継承していきま
す。

今後の
方向性

指標名

１　未来につなぐ環境都市の実現
23　自然環境

－ 63 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地下水調査
（定点4箇所年2回、有機
塩素系化合物10箇所年1
回）

地下水調査
（定点4箇所年2回、有機
塩素系化合物10箇所年1
回）

地下水調査
（定点4箇所年2回、有機
塩素系化合物10箇所年1
回）

地下水調査
（定点4箇所年2回、有機
塩素系化合物10箇所年1
回）

歳入　（千円） 681 681 681 681
歳出　（千円） 835 745 745 745

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ボランティア組織による樹
林地保全活動の側面支
援
（ボランティア数59人）

ボランティア組織による樹
林地保全活動の側面支
援
（ボランティア目標数70
人）

ボランティア組織による樹
林地保全活動の側面支
援
（ボランティア目標数80
人）

ボランティア組織による樹
林地保全活動の側面支
援
（ボランティア目標数90
人）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 20 20 20 20

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

緑の環境教室の開催
（年1回　参加者25人)

緑の環境教室の開催
（年1回　参加者30人)

緑の環境教室の開催
（年1回　参加者35人)

緑の環境教室の開催
（年1回　参加者40人)

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 4 4 4 4

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

生け垣の設置費助成
　助成件数　3件

生け垣の設置費助成
　助成件数　3件

生け垣の設置費助成
　助成件数　3件

生け垣の設置費助成
　助成件数　3件

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 300 300 300 300

№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

東京都の苗木供給制度
を活用した、公共施設や
道路の植樹帯への植樹、
市民への苗木の無料配
布

東京都の苗木供給制度
を活用した、公共施設や
道路の植樹帯への植樹、
市民への苗木の無料配
布

東京都の苗木供給制度
を活用した、公共施設や
道路の植樹帯への植樹、
市民への苗木の無料配
布

東京都の苗木供給制度
を活用した、公共施設や
道路の植樹帯への植樹、
市民への苗木の無料配
布

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

環境保全課・産業課・土木課・区画整理事業課

公共施設の緑化を推進するとともに、街路樹や住宅の緑などを結ぶ緑のネットワークを形成し、まちに緑を広げます。

平成24年度（現況）
3か年計画

緑のネットワークの形成　（23-8主）

予定事業費

主な予算事業名 緑化推進に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

緑化推進と災害防止のため、新たな生け垣の設置費を助成します。

平成24年度（現況）
3か年計画

生け垣による緑化　（23-7主）

予定事業費

主な予算事業名 緑化推進に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

緑の環境教育を実施し、緑の重要性について市民の理解を深め、意識の高揚を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

緑の環境教育の実施　（23-6主）

予定事業費

主な予算事業名 緑化推進に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

市民ボランティアによる樹林地等の緑地保全活動を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

緑地保全活動の支援　（23-5主）

予定事業費

主な予算事業名 公害測定に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

地下水の水質を調査し、有害物質などの状況を監視します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地下水水質調査の実施　（23-3主）

－ 64 －



基本方針

１　地球温暖化の防止

２　地域環境の保全

３　環境意識の高揚

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
356ｋt

（平成19年度）
270ｋt

指標２
1,188家族

（平成22年度）
2,200家族

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

環境基本計画策定の検
討

環境基本計画の策定
（計画年度　平成26年度
～35年度）

環境基本計画の推進 環境基本計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 324 162 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

羽村市地球温暖化対策
等推進委員会の開催
（年2回）

「エコクリはむら」の運用

省エネ法特定事業者とし
て省エネ対策を推進

羽村市地球温暖化対策
等推進委員会の開催
（年2回）

「エコクリはむら」の運用

省エネ法特定事業者とし
て省エネ対策を推進

羽村市地球温暖化対策
等推進委員会の開催
（年2回）

「エコクリはむら」の運用

省エネ法特定事業者とし
て省エネ対策を推進

羽村市地球温暖化対策
等推進委員会の開催
（年2回）

「エコクリはむら」の運用

省エネ法特定事業者とし
て省エネ対策を推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 60 60 60 60

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

環境フェスティバルの開
催
（年1回）

環境フェスティバルの開
催
（年1回）

環境フェスティバルの開
催
（年1回）

環境フェスティバルの開
催
（年1回）

歳入　（千円） 0 2,000 0 0
歳出　（千円） 964 2,532 2,532 2,532

予定事業費

主な予算事業名 環境フェスティバルに要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

地球温暖化防止と環境保全対策を普及啓発していくため、市民・事業者等との協働による環境フェスティバルを開催します。

平成24年度（現況）
3か年計画

環境フェスティバルの開催　（24-8主）

予定事業費

主な予算事業名 環境保全に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

現在の環境基本計画を見直し、新たな環境基本計画を策定し、推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

環境基本計画の策定及び推進　（24-5主）

予定事業費

主な予算事業名 環境マネジメントシステムの運用に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

事業者として、計画した温室効果ガス削減目標値を達成するため、「エコクリはむら」の運用をはじめ、市の各施設からの温室効果
ガスの排出削減の取組みを強化します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地球温暖化対策実行計画の推進　（24-2主）

市域の二酸化炭素排出量

環境ファミリー認定家族数

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

市民・事業者・行政が協働し、市民が健康で安全かつ快適に暮らせる都市環境を、将来の世
代に継承していきます。

今後の
方向性

指標名

１　未来につなぐ環境都市の実現
24　都市環境

－ 65 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

太陽光発電システム設置
費及び住宅用省エネ工
事等助成

太陽光発電システム設置
費及び住宅用省エネ工
事工事等助成

太陽光発電システム設置
費及び住宅用省エネ工
事工事等助成
（次年度以降の補助制度
の検討）

（補助制度の検討結果の
反映）

歳入　（千円） 675 1,575 1,575 0
歳出　（千円） 6,300 5,900 5,900 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

協議会との協働による温
暖化対策の実施

協議会との協働による温
暖化対策の実施

協議会との協働による温
暖化対策の実施

協議会との協働による温
暖化対策の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5 5 5 5

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

中長期計画による省エネ
改修等の検討

庁有車の購入時に、低公
害車を選定

中長期計画による省エネ
改修等の検討
（市庁舎太陽光発電シス
テムの調査・研究）

市役所庁舎照明設備の
LED化工事（庁舎1階部
分）

市役所庁舎への太陽光
発電設備設置に向けた
調査・研究（補助メニュー
の検討等）

市庁舎に太陽光発電シス
テムの設置

太陽光発電を活用した電
気自動車の導入

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 27,294 84,500

№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ダイオキシン類調査
大気：定点1箇所、他1箇
所
各年2回

土壌：定点1箇所、他1箇
所
各年1回

ダイオキシン類調査
大気：定点1箇所、他1箇
所
各年2回

土壌：定点1箇所、他1箇
所
各年1回

ダイオキシン類調査
大気：定点1箇所、他1箇
所
各年2回

土壌：定点1箇所、他1箇
所
各年1回

ダイオキシン類調査
大気：定点1箇所、他1箇
所
各年2回

土壌：定点1箇所、他1箇
所
各年1回

歳入　（千円） 739 739 739 739
歳出　（千円） 906 906 906 906

予定事業費

主な予算事業名 公害測定に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

大気中や土壌中のダイオキシン類の濃度を調査し監視します。

平成24年度（現況）
3か年計画

ダイオキシン類（大気・土壌）調査の実施　（24-6主）

予定事業費

主な予算事業名 環境啓発に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

地球温暖化対策の一環として、自然エネルギー機器や省エネルギー機器の利用促進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

自然エネルギー機器等の利用促進　（24-4主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

環境保全課・建築課・公共施設所管課・庁有車所管課

施設の改修時には、エスコ事業の導入を検討するほか、自然エネルギー機器等の導入や、庁有車に低燃費・低公害車を導入する
など、省エネルギー化を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

公共施設等の省エネルギー化　（24-3主）

予定事業費

主な予算事業名 環境啓発に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課

地球温暖化対策実施のため、市民等への情報発信、意見交換、普及啓発、市との協働事業などについて検討するため、市民・事
業者・行政で構成した地球温暖化対策推進協議会（エコネットはむら）を開催します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地球温暖化対策推進協議会（エコネットはむら）の運営　（24-1主）
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№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

エコチャレンジ環境ファミ
リー認定制度の推進
認定世帯数1,388家族

エコチャレンジ環境ファミ
リー認定制度の推進
認定世帯数1,588家族

エコチャレンジ環境ファミ
リー認定制度の推進
認定世帯数1,788家族

エコチャレンジ環境ファミ
リー認定制度の推進
認定世帯数1,988家族

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

環境保全課

環境にやさしいライフスタイルを家庭で実践していくため、エコ・チャレンジ「環境ファミリー」の認定制度を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

環境ファミリー認定制度の普及　（24-7主）
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基本方針

１　ごみの減量の推進

２　ごみの適正処理

３　ごみの不法投棄の防止

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
250kg／人

（平成22年度）
230kg／人

指標２
37.90%

（平成22年度）
42.00%

指標３
79㎥

（平成22年度）
45㎥

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

条例施行

条例周知キャンペーンの
実施（年1回）

職員による禁止地区内パ
トロールの実施（毎週2
回）

ポイ捨て禁止等キャン
ペーンの実施（年1回）

委託による禁止地区内や
多摩川周辺パトロールの
実施（毎週2回）

ポイ捨て禁止等キャン
ペーンの実施（年1回）

委託による禁止地区内や
多摩川周辺パトロールの
実施（毎週2回）

ポイ捨て禁止等キャン
ペーンの実施（年1回）

委託による禁止地区内や
多摩川周辺パトロールの
実施（毎週2回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 428 1,404 1,404 1,404

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

生ごみ減量に関する調
査・研究

生ごみ処理容器等購入
費助成
（助成世帯：130世帯）

生ごみ減量に関する調
査・研究

生ごみ処理容器等購入
費助成
（助成世帯：130世帯）

生ごみ減量に関する調
査・研究

生ごみ処理容器等購入
費助成
（助成世帯:130世帯）
（助成制度継続の検討）

生ごみ減量に関する調
査・研究

（助成制度継続の検討結
果の反映）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 800 800 800 0

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

会員の募集 会員の募集 ごみゼロ会議の設置・開
催
（年6回）

ごみゼロ会議の開催
（年6回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 環境啓発に要する経費

事業内容
事業量等

環境保全課・生活環境課・土木課

ポイ捨等防止に関するキャンペーンやパトロールなどを行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

ポイ捨て等防止対策の強化　（25-6主）

予定事業費

主な予算事業名 廃棄物一般事務に要する経費

事業内容
事業量等

生活環境課

市民・事業者・行政で組織した検討会議により、ごみの減量、資源の有効活用を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

「ごみゼロ会議」の開催　（25-2主）

予定事業費

主な予算事業名 ごみ減量に要する経費

事業内容
事業量等

生活環境課

家庭における生ごみ処理機の利用促進を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

生ごみ減量の促進　（25-1主）

市民一人当たりのごみ量

総資源化率

最終処分場埋立搬入量

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

３R（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利用）の推進により、
地球にやさしい循環型社会を築きます。

今後の
方向性

指標名

１　未来につなぐ環境都市の実現
25　循環型社会
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

リサイクル品の販売 リサイクル品の販売 リサイクル品の販売 リサイクル品の販売

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

新たな分別方法の調査・
研究

新たな分別方法の調査・
研究

新たな分別区分の導入・
運用

新たな分別区分の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

リサイクルセンター等の
維持修繕

リサイクルセンター等の
維持修繕

破砕機投入装置入替え

リサイクルセンター等の
維持修繕

トラックスケール入替え

リサイクルセンター等の
維持修繕

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 30,896 57,283 89,429 50,285

予定事業費

主な予算事業名 リサイクルセンターの管理運営に要する経費・し尿処理施設の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

生活環境課

設備の適正な維持保全のため、計画的な修繕を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

リサイクルセンター等の維持保全　（25-5主）

予定事業費

主な予算事業名 ごみ収集に要する経費

事業内容
事業量等

生活環境課

ごみの適正な処理と資源化を推進するため、新たな分別方法を研究します。

平成24年度（現況）
3か年計画

ごみの分別方法の研究　（25-4主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

生活環境課

ごみとして搬入された品目の有効活用を図るため、リサイクル品の販売を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

リサイクル品の販売　（25-3主）

－ 69 －



基本方針

１　計画的な土地利用の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　地区の特性を生かした土地利用の推進　　　　　　　　　　　　　

３　良好なまちなみの形成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
129.6 ha

（平成23年度）
172 ha

指標２
26%

（平成22年度）
28%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地区計画制度を活用した
土地利用の規制・誘導

羽村駅西口地区内の地
区計画検討

地区計画制度を活用した
土地利用の規制・誘導

羽村駅西口地区内の地
区計画の決定

地区計画制度を活用した
土地利用の規制・誘導

地区計画制度を活用した
土地利用の規制・誘導

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

地区内の用途地域の変
更及び地区計画について
の具体的検討

用途地域及び地区計画
の都市計画決定
　

用途地域及び地区計画
の運用

用途地域及び地区計画
の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 5,081 0 0

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

宅地開発等指導要綱に
基づく宅地開発等の適切
な指導

市の現状、法改正、国等
の指針を踏まえた宅地開
発等指導要綱の見直しの
検討

宅地開発等指導要綱に
基づく宅地開発等の適切
な指導

市の現状、法改正、国等
の指針を踏まえた宅地開
発等指導要綱の見直しの
検討

宅地開発等指導要綱に
基づく宅地開発等の適切
な指導

宅地開発等指導要綱の
一部改正

宅地開発等指導要綱に
基づく宅地開発等の適切
な指導

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 145 0

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

宅地開発等指導要綱に基づき、宅地開発等の適切な指導を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

都市計画課・企画政策課・土木課・下水道課・生活環境課・環境保全
課・防災安全課・区画整理管理課・区画整理事業課宅地開発等の適切な指導　（26-3主）

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

 都市計画課・区画整理管理課・区画整理事業課

羽村駅西口土地区画整理事業の進捗に合わせ、羽村駅西口地区の用途地域を変更するとともに、地区計画制度の導入を図りま
す。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村駅西口地区の用途地域の変更と地区計画制度の導入　（26-2主）

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

 都市計画課・区画整理管理課・区画整理事業課

地区計画などの都市計画制度を活用し、地区の特性を生かした土地利用の規制・誘導を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

都市計画制度を活用した土地利用の規制・誘導　（26-1主）

地区計画制度の導入地区面積

地籍調査事業の進捗率

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

計画的な土地利用の推進と、地区の特性にあった土地利用を誘導し、自然環境と都市環境が
調和した良好なまちなみの形成を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
26　土地利用
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№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

生産緑地の追加指定

適正管理の調査
（2回）

生産緑地の追加指定

適正管理の調査
（2回）

生産緑地の追加指定

適正管理の調査
（2回）

生産緑地の追加指定

適正管理の調査
（2回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 525 525 414 394

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

都市計画基礎調査の実
施
（5年ごとに実施）

歳入　（千円） 0 881 0 0
歳出　（千円） 0 1,000 0 0

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

東北地方太平洋沖地震
の影響による市の管理に
かかる3級基準点の座標
変換及び点検測量

地籍調査の実施

進捗率 30％

地籍調査の実施

進捗率 32％

地籍調査の実施

進捗率 35％

歳入　（千円） 5,409 2,955 4,800 4,800
歳出　（千円） 10,072 4,950 8,000 8,000

予定事業費

主な予算事業名 都市再生地籍調査事業に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

正確な土地情報を把握し土地の有効利用を図るため、地籍調査事業を推進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

地籍調査事業の推進　（26-6主）

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

都市計画課

土地利用の現況を調査し将来見通しを行うため、都市計画法に基づく基礎調査を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

都市計画基礎調査の実施　（26-5主）

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

都市計画課・産業課・環境保全課

農業振興部門と連携して、生産緑地地区の追加指定を積極的に進めるとともに、適正管理の調査を行い、生産緑地の保全を図り
ます。

平成24年度（現況）
3か年計画

生産緑地の保全　（26-4主）

－ 71 －



基本方針

１　羽村駅西口土地区画整理事業の推進　　　　　　　　　　　　　　　

２　市街化調整区域の整備と有効利用　　　　　　　　　　　　　　　　

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
5%

（平成22年度）
10%

指標２
6,539㎡

（平成23年度）
7,000㎡

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

土地区画整理審議会
の運営

土地区画整理審議会
の運営（委員選挙）

土地区画整理審議会
の運営

土地区画整理審議会
の運営

事業計画変更等の手
続き

事業計画変更等の手
続き

仮換地の指定 仮換地の指定 仮換地の指定 仮換地の指定

画地確定測量の実施
全体工事計画・移転計画
の策定

都市計画道路3・4・12号
線東部踏切付近の整備
に伴う移転補償

エリアマネジメントの調査
・検討

都市計画道路3・4・12号
線沿線の整備に伴う移転
補償調査

全体工事計画・移転計画
に基づく街路等整備工事
・移転補償の実施

全体工事計画・移転計画
に基づく街路等整備工事
・移転補償の実施

歳入　（千円） 31,000 60,000 458,750 100,000
歳出　（千円） 106,000 171,000 707,000 300,000

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ウッドチップ舗装路の
管理・効果の検証

ウッドチップ舗装路の
管理・効果の検証

ウッドチップ舗装路の
管理・効果の検証

ウッドチップ舗装路の
管理・効果の検証

稲荷緑地再生事業の
推進

稲荷緑地再生事業の
推進

稲荷緑地再生事業の
推進

稲荷緑地再生事業の
推進

環境に配慮したまちづくり
活動の推進

環境に配慮したまちづくり
活動の推進

環境に配慮したまちづくり
活動の推進

環境に配慮したまちづくり
活動の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

事業内容
事業量等

主な予算事業名 福生都市計画事業羽村駅西口土地区画整理事業会計・羽村駅西口土地区画整理事業の事業委託に要する経費

平成24年度（現況）
3か年計画

予定事業費

事業内容
事業量等

 区画整理管理課・区画整理事業課・都市計画課

土地区画整理事業により、羽村駅西口地区の市街地整備を推進し、良好な都市環境の創出を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

羽村駅西口土地区画整理事業の推進　（27-1主）

羽村駅西口土地区画整理事業の進捗率
（事業費ベース）

富士見霊園内の墓地面積

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

羽村駅西口土地区画整理事業を推進し、快適で潤いのある良好な居住環境の創出と市の玄関
口にふさわしい駅前の活性化を図ります。また、市街化調整区域である羽字武蔵野等地区に
ついて、都市機能の向上と地区内の都市計画施設の充実を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
27　都市基盤整備

予定事業費

主な予算事業名 福生都市計画事業羽村駅西口土地区画整理事業会計・羽村駅西口土地区画整理事業の事業委託に要する経費

 区画整理管理課・区画整理事業課・環境保全課

　羽村駅西口土地区画整理事業の施行にあたっては、先導的都市環境形成計画に基づき、低炭素型のまちづくりを推進します。

羽村駅西口地区先導的都市環境形成計画の推進　（27-2主）

－ 72 －



№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

拡張等整備工事設計委
託

拡張等整備工事（着手）

使用料等審議会での使
用料の審議

拡張等整備工事（完了）
　3,193㎡
拡張後墓地面積 6,963㎡

霊園使用者公募（第1期）
区画墓地　70区画
合葬墓地　130体分

霊園使用者公募（第2期）
区画墓地　60区画
合葬墓地　85体分

霊園使用者公募（第3期）
区画墓地　60区画
合葬墓地　85体分

歳入　（千円） 0 32,420 20,900 20,900
歳出　（千円） 56,292 87,688 0 0

予定事業費

主な予算事業名 市営霊園管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

生活環境課

市民の墓地に対する需要や先進的な墓地等について調査・研究し、富士見霊園内の墓地の拡張整備を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

富士見霊園内墓地の拡張整備　（27-3主）

－ 73 －



基本方針

１　広域交通網の充実　

２　市内公共交通網の充実

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
120,958人

（平成22年度）
130,000人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

懇談会の開催（3回） 懇談会の開催（3回）

委員の改選（任期2年）

AEDの搭載（4台設置）

ルート、ダイヤ改正の検
討

懇談会の開催（3回）

ルート、ダイヤ改正

懇談会の開催（3回）

委員の改選（任期2年）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 56,789 53,468 53,019 53,019

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

西多摩地域広域行政圏
協議会を通じた要請

三鷹・立川間立体化複々
線促進協議会を通じた要
請

西多摩地域広域行政圏
協議会を通じた要請

三鷹・立川間立体化複々
線促進協議会を通じた要
請

西多摩地域広域行政圏
協議会を通じた要請

三鷹・立川間立体化複々
線促進協議会を通じた要
請

西多摩地域広域行政圏
協議会を通じた要請

三鷹・立川間立体化複々
線促進協議会を通じた要
請

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 5 5 5 5

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

多摩都市モノレール整備
促進の要請

多摩都市モノレール整備
促進の要請

多摩都市モノレール整備
促進の要請

多摩都市モノレール整備
促進の要請

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 30 30 30 30

予定事業費

主な予算事業名 コミュニティバス運行に要する経費

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 都市計画事務に要する経費

事業内容
事業量等

都市計画課・企画政策課

多摩都市モノレールの構想路線全線の早期具現化について、関係機関へ働きかけます。

平成24年度（現況）
3か年計画

多摩都市モノレール整備促進の要請　（28-2主）

予定事業費

主な予算事業名 広域行政の推進に要する経費

事業内容
事業量等

ＪＲ中央線・ＪＲ青梅線の輸送力増強と利便性向上に向けて、関係機関へ働きかけます。

平成24年度（現況）
3か年計画

コミュニティバスはむらんの年間乗車人
数

目標指標

企画政策課・都市計画課鉄道利用サービス向上の要請　（28-1主）

防災安全課

市民生活の利便性を向上させるため、コミュニティバスはむらんの運行の充実を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

コミュニティバスはむらん運行の充実　（28-3主）

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

市民生活の利便性を向上し、だれもが安全で自由に行動できる公共交通の充実を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
28　公共交通

－ 74 －



基本方針

１　幹線道路の整備

２　狭あいな道路の整備

３　快適な道路環境の整備

４　道路の維持管理

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
6.2km

（平成22年度末）
8.8km

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市道補修等工事
　市道第202,3032号線
　　Ｌ＝282m

舗装構造評価（ＦＷＤ）調
査

道路維持保全計画の策
定

市道補修等工事
　市道第101,103,203,
           4005,5059号線
　
市道第5173号線（羽西二
丁目）法面補強事業
延長　50m

市道補修等工事

舗装構造評価（ＦＷＤ）調
査

市道補修等工事

舗装構造評価（ＦＷＤ）調
査

歳入　（千円） 2,940 2,400 6,750 6,750
歳出　（千円） 14,851 75,068 51,050 51,050

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

羽村堰下橋、羽村橋、堂
橋の耐震診断の実施

羽村堰下橋、羽村橋、堂
橋の長寿命化計画策定

羽村堰下橋、羽村橋、堂
橋の長寿命化計画に基
づき、橋梁の修繕・補強
等の検討

羽村堰下橋、羽村橋、堂
橋の長寿命化計画に基
づき、橋梁の修繕・補強
等

歳入　（千円） 0 1,100 0 0
歳出　（千円） 3,633 2,205 0 0

予定事業費

主な予算事業名 道路新設改良事業に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

震災時の避難路・運搬路となる橋梁の、安全・安心を確保するために耐震化を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

橋梁の耐震化　（29-5）

予定事業費

主な予算事業名 道路維持整備に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

安全で快適な道路環境を保つため、中長期的な保全計画を策定し、効率的な手法により維持補修を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

道路維持保全計画の策定及び推進　（29-4主）

重点整備地区内のバリアフリー整備延長
目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

だれもが安全で快適に利用できるよう道路機能の充実や適正な維持管理を図ります。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
29　道路

－ 75 －



№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ＪＲ東日本八王子支社等
との協議及び合意書の取
り交わし

ＪＲ東日本八王子支社と
の協定締結、財産譲渡契
約締結

支障物件の移転契約締
結

自由通路部分の道路認
定

修正設計

拡幅等整備工事 拡幅等整備工事

歳入　（千円） 0 ― ― ―
歳出　（千円） 0 ― ― ―

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

セットバック部分等の舗
装
　面積　222㎡
　延長　180ｍ

セットバック部分等の舗
装
　面積　240㎡
　延長　200ｍ

セットバック部分等の舗
装
　面積　280㎡
　延長　240ｍ

セットバック部分等の舗
装
　面積　280㎡
　延長　240ｍ

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 2,500 2,500 3,000 3,000

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

羽村駅・小作駅周辺に関
する調査・検討

交通バリアフリー化計画
の策定

計画の推進 計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 36,360
歳出　（千円） 0 0 10,000 85,250

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

調査・検討 調査・検討 調査・検討

実施設計の修正設計等
（水道道路～市役所）
延長　690ｍ

工事（水道道路～市役
所）延長　690ｍ
《平成28年度まで継続事
業》

実施設計等（市役所～小
作立体交差）
延長　1,195ｍ

歳入　（千円） 0 0 0 37,000
歳出　（千円） 0 0 3,000 63,800

予定事業費

主な予算事業名 道路新設改良事業に要する経費

事業内容
事業量等

建築課・企画政策課

羽村駅自由通路の拡幅等整備を行い、駅利用者や東西地区への通路利用者の利便性や安全性の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村駅自由通路の拡幅等整備　（29-6）

予定事業費

主な予算事業名 道路新設改良に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

羽村駅・小作駅周辺等の歩道の段差解消や歩道の整備を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村駅・小作駅周辺等のバリアフリー化　（29-3主）

予定事業費

主な予算事業名 道路維持整備に要する経費

事業内容
事業量等

予定事業費

主な予算事業名 道路新設改良事業に要する経費

事業内容
事業量等

市のメインストリートとしてふさわしい道路機能や景観に配慮した再整備を行います。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

土木課市道第101号線・102号線道路改修事業（市役所通り）　（29-1主）

土木課

狭あいな道路のセットバックを促進するとともに、通行に支障のある交差点について隅切りの整備を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

セットバックの促進と隅切り整備　（29-2主）

－ 76 －



基本方針

１　地域に親しまれる公園の整備

２　公園の維持管理

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
5.88㎡

（平成22年度）
5.90㎡

指標２
2,314人

（平成22年度）
2,500人

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公園台帳の整備及び現
地調査

公園施設維持保全計画
の策定
 資料作成及び現地調査
　
武蔵野公園テニスコート
の改修
　　　コート2面 1,610㎡
　　　(砂入り人工芝)

計画の推進

動物公園外柵改修
高さ1.8m  延長850m

計画の推進

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 16,800 68,000 5,000

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公園のバリアフリー化や
健康器具の設置検討

公園のバリアフリー化及
び健康器具の設置検討
（公園既設トイレの和便
器を洋便器に取替える
　2公園（各1基））

公園のバリアフリー化及
び健康器具の設置検討
（公園既設トイレの和便
器を洋便器に取替える
等）

公園のバリアフリー化及
び健康器具の設置検討
（公園既設トイレの和便
器を洋便器に取替える
等）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 525 5,000 5,000

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

職員による公園遊具の日
常点検及び定期点検

点検結果に応じた維持補
修

職員による公園遊具の日
常点検及び定期点検

点検結果に応じた維持補
修

職員による公園遊具の日
常点検及び定期点検

専門業者による点検

点検結果に応じた維持補
修

職員による公園遊具の日
常点検及び定期点検

点検結果に応じた維持補
修

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 1,890 0

予定事業費

主な予算事業名 公園の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

利用者の安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減の観点から、公園の計画的な長寿命化対策に取り組みます。

平成24年度（現況）
3か年計画

公園施設維持保全計画の策定及び推進　（30-5主）

予定事業費

主な予算事業名 公園の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

公園遊具等の安全点検を実施し、利用者の安全確保と適切な維持管理を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

公園遊具等の安全管理　（30-3主）

予定事業費

主な予算事業名 公園の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

誰もが気軽に安心して利用できるよう、公園のバリアフリー化や健康遊具の設置を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

公園のバリアフリー化、健康遊具の設置　（30-2主）

市民１人当たりの公園面積

公園ボランティアの人数

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

地域から親しまれる公園づくりを進めるとともに、だれもが安心で利用しやすい公園の維持
管理に努めます。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
30　公園

－ 77 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公園ボランティアの活動
支援（研修会や意見交換
会の開催）

登録人数　2,351人

公園ボランティアの活動
支援（研修会や意見交換
会の開催）

公園施設保全計画策定
に伴う意見交換会

登録人数　2,388人

公園ボランティアの活動
支援（研修会や意見交換
会の開催）

登録人数　2,425人

公園ボランティアの活動
支援（研修会や意見交換
会の開催）

　
登録人数　2,462人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 公園の管理運営に要する経費

事業内容
事業量等

土木課

公園ボランティア研修会や意見交換会等を開催し、自主的な活動を支援します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

公園ボランティア等の支援　（30-4主）

－ 78 －



基本方針

１　公営住宅の維持管理

２　住宅支援施策の推進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
1階共用部 34.50％

　　居室部 64.10％
（平成22年度）

共用部　50％
　居室部　70％

指標２
34戸／77戸

（平成23年度）
50戸／77戸

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

木造住宅
　耐震診断補助3件
　耐震改修費補助0件

特定沿道建築物
　耐震診断補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件
　
特定沿道建築物
　耐震診断補助3件
　耐震設計補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件
　
特定沿道建築物
　耐震設計補助3件
　耐震改修補助2件

木造住宅
　耐震診断補助5件
　耐震改修費補助2件
　
特定沿道建築物
　耐震改修補助3件

歳入　（千円） 10,177 8,293 104,131 25,837
歳出　（千円） 10,252 8,969 104,810 26,513

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

居室部（玄関・トイレ・浴
室）
の手摺設置等
バリアフリー化率64％

居室部（玄関・トイレ・浴
室）
の手摺設置等
バリアフリー化率66％

居室部（玄関・トイレ・浴
室）
の手摺設置等
バリアフリー化率67％

居室部（玄関・トイレ・浴
室）
の手摺設置等
バリアフリー化率69％

共用部（通路・階段）の手
摺設置及び通路のスロー
プ化
（美原団地）
バリアフリー化率38％

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 300 300 3,300

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

浴室改修工事
2件

浴室改修工事
2件

浴室改修工事
2件

浴室改修工事
2件

歳入　（千円） 270 270 270 270
歳出　（千円） 670 760 760 760

予定事業費

主な予算事業名 災害対策に要する経費

事業内容
事業量等

建築課

建築物の耐震化を促進するため、耐震診断及び改修費の助成などを行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

建築物の耐震化促進事業　（31-4主）

予定事業費

主な予算事業名 市営住宅維持管理に要する経費

事業内容
事業量等

建築課

入居者の入退居などの時期に合わせて、浴槽と給湯器を改修します。

平成24年度（現況）
3か年計画

市営住宅の浴室改修事業　（31-2主）

予定事業費

主な予算事業名 市営住宅維持管理に要する経費

事業内容
事業量等

建築課

市営住宅の居室部及び共用部の段差解消や手すり設置などのバリアフリー化を進めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

市営住宅のバリアフリー化　（31-1主）

市営住宅のバリアフリー化率

市営住宅浴室改修戸数（浴槽及び給湯器
の公費設置）

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

良質な住宅環境を提供するため、市営住宅の適切な維持管理に努めます。また、少子高齢化
の進展や市民ニーズに対応した住宅支援施策を推進します。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
31　住宅

－ 79 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

都営住宅入居申込用紙
配布

都営住宅入居申込用紙
配布

都営住宅入居申込用紙
配布

都営住宅入居申込用紙
配布

歳入　（千円） 158 158 158 158
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

住宅資金融資に係る利
子補給
(1件）

住宅資金融資に係る利
子補給
(3件）

住宅資金融資に係る利
子補給
(3件）

住宅資金融資に係る利
子補給
(2件）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 10 180 180 170

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

住宅なんでも相談
（年6回）

住宅なんでも相談
（年6回）

住宅なんでも相談
（年6回）

住宅なんでも相談
（年6回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

広報広聴課・建築課

住宅のバリアフリー化、リフォーム、修繕、新築などの建築に関する相談を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

住宅なんでも相談　（31-6主）

予定事業費

主な予算事業名 住宅資金融資事業に要する経費

事業内容
事業量等

建築課

市民が住宅を新築、購入、増改築する際に受けた融資に対し利子を補給します。

平成24年度（現況）
3か年計画

住宅資金融資事業　（31-5主）

予定事業費

主な予算事業名 都営住宅入居申込用紙配布事務費

事業内容
事業量等

建築課

都営住宅及びＵＲ都市機構住宅の入居に関する情報を市民に周知します。

平成24年度（現況）
3か年計画

都営住宅等の入居募集協力事業　（31-3主）

－ 80 －



基本方針

１　施設整備と維持管理

２　健全な事業の運営

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
15.80%

（平成22年度）
20.00%

指標２
99.22%

（平成22年度）
99.30%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

配水管の管種替　1,382m

管路耐震適合率　16.9％

配水管の管種替　1,220m

管路耐震適合率　17.5％

配水管の管種替　1,519m

管路耐震適合率　18.3％

配水管の管種替　1,495m

管路耐震適合率　19.1％

管路耐震化更新計画の
策定

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 115,143 99,534 117,852 118,273

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

配水施設フェンスの取替 水安全計画の策定 水安全計画の運用 水安全計画の運用

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 28,728 0 0 0

№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

配水施設緊急遮断弁バッ
テリー取替工事

取水施設ポンプ分解修繕

膜ろ過施設エレメント修
繕等

浄水場消毒設備取替工
事等

配水施設緊急遮断弁バッ
テリー取替工事

取水、浄水施設ポンプ分
解修繕等

膜ろ過施設エレメント修
繕等

配水施設耐震診断

取水、浄水施設ポンプ分
解修繕等

水質検査機器取替

末端配水モニター設置工
事

浄水施設ポンプ分解修繕
等

水質検査機器取替

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 68,476 119,739 66,604 107,850

予定事業費

主な予算事業名 （水道事業会計）施設改良費・修繕費・委託料

事業内容
事業量等

水道課

計画的に施設の更新・改修を実施し、機能の維持・向上・延命化を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

施設の計画的な更新・改修　（32-4主）

予定事業費

主な予算事業名 （水道事業会計）施設改良費

事業内容
事業量等

水道課

水安全計画の策定及び水道施設のフェンスの改修、監視カメラの設置等により、危機管理体制の強化を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

危機管理体制の強化　（32-3主）

予定事業費

主な予算事業名 （水道事業会計）施設改良費

事業内容
事業量等

水道課

管路の耐震化を図るため、既設の硬質塩化ビニール管を、耐震性に優れたダクタイル鋳鉄管へ管種替えします。

平成24年度（現況）
3か年計画

配水管の耐震化　（32-1主）

管路耐震適合率

水道料金の収納率（現年度分）

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

安全でおいしい水を安定供給できるよう、水道施設の適切な維持管理及び水質管理に万全を
期すとともに、事業の健全経営に努めます。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
32　上水道

－ 81 －



№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

水道料金の適正化の検
証

使用料等審議会への付
議

水道料金の適正化 水道料金の適正化の検
証

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

民間事業者を活用した業
務運営

契約更新

料金収納率　99.27％

民間事業者を活用した業
務運営

料金収納率　　99.27％

民間事業者を活用した業
務運営

料金収納率　　99.28％

民間事業者を活用した業
務運営

料金収納率　99.29％

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 59,389 59,389 59,389 59,389

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

管路情報システムの調
査・検討

管路情報システムの調
査・検討

管路情報システムの導入 管路情報システムの運用

収入　（千円） 0 0 0 0
支出　（千円） 0 0 18,218 0

予定事業費

主な予算事業名 （水道事業会計）施設改良費

事業内容
事業量等

水道課

管路等の布設情報を電子化し、施工及び管理業務の効率化を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

管路図の電子化　（32-7主）

予定事業費

主な予算事業名 （水道事業会計）総係費

事業内容
事業量等

水道課

徴収業務全般に民間事業者のノウハウを活用し、業務の効率化及び市民サービスの向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

徴収業務の委託化　（32-6主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

水道課

健全な経営を行うため、水道料金の適正化について、定期的に検証します。

平成24年度（現況）
3か年計画

水道料金の適正化　（32-5主）

－ 82 －



基本方針

１　公共下水道事業の推進

２　雨水対策の推進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
0.0km

（平成22年度）
10km

指標２
53.80%

（平成22年度）
54.70%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

マンホール蓋の取替え
　
　長寿命化事業の調査
　長寿命化基本計画策定

マンホール蓋の取替え
　
　長寿命化工事の実施
　　　  約1.5km　50箇所

マンホール蓋の取替え
　
　長寿命化工事の実施
　　　約3.0km　100箇所

汚水管
　長寿命化事業の検討

マンホール蓋の取替え
　
　長寿命化工事の実施
　　　約3.0km　100箇所

汚水管
　長寿命化事業の検討

歳入　（千円） 0 3,950 7,980 7,980
歳出　（千円） 0 13,438 27,000 27,000

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

第6排水分区公共下水道
雨水管布設工事
（市道第3042号線）
　工事施工

整備率：53.9%

奥多摩街道改良工事に
伴う公共下水道雨水管布
設工事　実施設計

第6排水分区公共下水道
雨水管布設工事
（市道第3033,3069号線）
実施設計

第6排水分区公共下水道
雨水管布設工事
（市道第3033号線）
工事施工

整備率：54.1%

奥多摩街道改良工事に
伴う公共下水道雨水管布
設工事　工事施工

第6排水分区公共下水道
雨水管布設工事
（市道第3069号線）
工事施工

第6・8排水分区公共下水
道雨水管布設工事
（市道第2004,2092,2093
号線）
実施設計

整備率：54.4%

第6・8排水分区公共下水
道雨水管布設工事
（市道第2004,2092,2093
号線）
工事施工

第8排水分区公共下水道
雨水管布設工事
（市道第2073,2095,2096
2097,2098号線）
実施設計

整備率：54.5%

歳入　（千円） 2,625 11,875 7,875 550
歳出　（千円） 9,398 58,527 52,854 35,079

予定事業費

主な予算事業名 （下水道事業会計）公共下水道建設に要する経費

事業内容
事業量等

下水道課

雨水管きょの整備を推進し、浸水被害の解消を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

雨水管きょの整備　（33-3主）

予定事業費

主な予算事業名 （下水道事業会計）公共下水道維持管理に要する経費

事業内容
事業量等

下水道課

長寿命化基本計画を策定し、管きょの調査を行い、状況に応じた延命化等の工事を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

下水道管きょの長寿命化事業　（33-1主）

下水道管きょの長寿命化実施済延長

雨水管きょの整備割合（整備完了区域/事
業認可区域）

目標指標

４　ひとと環境にやさしい安全で快適なまち

安全で安心な住みよいまちづくりと良好な水環境を守るため、公共下水道の効率的な整備と
適切な維持管理を行うとともに、安定した下水道事業経営と雨水対策に努めます。

今後の
方向性

指標名

２　自然と調和した安全で快適な都市の形成
33　下水道

－ 83 －



№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

災害時仮設トイレ用汚水
桝設置工事

　小学校1校（5基）

災害時仮設トイレ用汚水
桝設置工事

　小学校1校（5基）
　中学校1校（5基）

災害時仮設トイレ用汚水
桝設置工事

　小学校1校（5基）
　中学校1校（5基）

災害時仮設トイレ用汚水
桝設置工事

　小学校1校（5基）
　中学校1校（5基）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 3,518 9,450 10,080 9,660

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

雨水浸透施設設置費助
成

助成件数30件

雨水浸透施設設置費助
成

助成件数30件

雨水浸透施設設置費助
成

助成件数30件

雨水浸透施設設置費助
成

助成件数30件

歳入　（千円） 540 900 900 900
歳出　（千円） 2,532 2,532 2,532 2,532

予定事業費

主な予算事業名 （下水道事業会計）公共下水道建設に要する経費

事業内容
事業量等

下水道課・防災安全課

災害時の避難所となる学校に仮設トイレ用汚水桝を設置します。

平成24年度（現況）
3か年計画

災害時マンホールトイレシステムの整備　（33-5）

予定事業費

主な予算事業名 （下水道事業会計）一般管理に要する経費

事業内容
事業量等

下水道課

個人住宅などに設置する雨水浸透桝等について、設置費の一部を助成し、普及を促進します。

平成24年度（現況）
3か年計画

雨水浸透施設設置費助成　（33-4主）

－ 84 －



第４編　基本構想を推進するために

施策の体系図

34　行政運営

35　経営管理
基本構想を推進するために 行財政運営の充実

－ 85 －



基本方針

１　行政への市民参画の推進

２　広報広聴の充実

３　広域行政の推進

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１
63.00%

（平成22年度）
73%

指標２
6.50%

（平成23年3月）
13%

指標３
63.40%

（平成22年度）
70%

指標４
338,508件

（平成22年度）
400,000件

指標５
12,451件

（平成22年度末）
25,000件

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

懇談会・ワークショップ等
の実施

大学との連携による各種
事業の実施

懇談会・ワークショップ等
の実施

企業・若者フォーラム実
行委員会の発足・準備

大学との連携による各種
事業の実施

懇談会・ワークショップ等
の実施

企業・若者フォーラムの
開催

大学との連携による各種
事業の実施

懇談会・ワークショップ等
の実施

企業・若者フォーラムの
開催

大学との連携による各種
事業の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 309 309

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

新たな広域連携の調査
研究

新たな災害時相互応援
協定の締結

新たな広域連携の調査
研究

花と水をテーマとした広
域連携の構築

新たな広域連携の調査
研究

新たな広域連携の調査
研究

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

事業内容
事業量等

主な予算事業名 企画･調整関係に要する経費

予定事業費

主な予算事業名 広域行政の推進に要する経費

企画政策課

新たな広域連携の組織、ネットワークを構築します。

平成24年度（現況）
3か年計画

広域連携の推進　（34-8主）

事業内容
事業量等

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

多様な市民参画の推進　（34-2主）

予定事業費

メール配信サービス登録アドレス数

目標指標

市政世論調査における市民参画への満足
度

審議会などの公募市民の割合

市政世論調査における広報広聴活動への
満足度

ホームページの年間アクセス件数

企画政策課

特に、若者や企業の意見を聴く機会としてフォーラムなどを開催します。また、大学との連携で市民参画による事業を実施します。

基本構想を推進するために

市民と行政が、それぞれの役割を担い、ともに課題解決に取り組んでいくため、わかりやす
い行政情報の提供と行政への市民参画を推進します。また、広域連携による行政運営を推進
していきます。

今後の
方向性

指標名

行財政運営の充実
34　行政運営

－ 86 －



№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

審議会・懇談会などの市
民公募枠の拡大

公募市民の割合　5%

審議会・懇談会などの市
民公募枠の拡大

公募市民の割合　7%

審議会・懇談会などの市
民公募枠の拡大

公募市民の割合　9%

審議会・懇談会などの市
民公募枠の拡大

公募市民の割合　11%

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公共施設見学会の実施

開催回数　2回
参加人数　28人
（第3回　3月21日実施予
定）

公共施設見学会の実施

開催回数　3回
参加人数　75人

公共施設見学会の実施

開催回数　3回
参加人数　75人

公共施設見学会の実施

開催回数　3回
参加人数　75人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 10 10 10 10

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

子どものページ（イベン
ト・施策解説）の掲載

巻末カレンダーのリ
ニューアル・防災啓発記
事の連載スタート

広報紙のリニューアルの
実施

裏表紙コラムの新企画ス
タート

紙面の見直し 紙面の見直し

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 21,346 21,310 21,310 21,310

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

官民共働によるガイドブッ
ク（市民便利帳）の編集・
発行

全戸配布・転入者配布

転入者配布 転入者配布 官民共働によるガイドブッ
ク（市民便利帳）の編集・
発行

全戸配布・転入者配布

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 広報発行に要する経費

事業内容
事業量等

広報広聴課

市民が必要とする市政情報や生活情報をまとめたガイドブックを定期的に発行します。

平成24年度（現況）
3か年計画

ガイドブックはむらの作成　（34-5主）

予定事業費

主な予算事業名 広報発行に要する経費

事業内容
事業量等

広報広聴課

子どものページや行政施策の解説などを取り入れた編集を行い、わかりやすい広報紙づくりを推進します。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市民にわかりやすい広報紙づくり　（34-4主）

予定事業費

主な予算事業名 広報発行に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

広報広聴課

公共施設の見学会を定期的に開催し、市政への理解と関心を高めます。

公共施設見学会の実施　（34-3主）

予定事業費

主な予算事業名

審議会・懇談会などの市民公募枠を拡大するとともに、市民が参画しやすい環境づくりに努めます。

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

企画政策課審議会・懇談会などの市民公募枠の拡大　（34-1主）
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№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

動画配信の本格開始

SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）の
検討

スマートフォン対応研究

多言語翻訳システムの導
入

アクセス件数 186,520件

SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）の
研究

スマートフォン対応サイト
の導入

新型閲覧支援ソフトの導
入

アクセス件数 280,000件

SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）の
研究

アクセス件数 320,000件

SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）の
研究

ホームページ全面リ
ニューアル検討

アクセス件数 360,000件

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 2,402 3,527 1,689 1,689

№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般及び専門相談の実
施

一般及び専門相談の実
施

相談の見直し検討

一般及び専門相談の実
施

相談の実施方法、回数、
内容等の見直し

一般及び専門相談の実
施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 2,345 2,359 2,719 2,719

予定事業費

主な予算事業名 広聴・相談に要する経費

事業内容
事業量等

広報広聴課

相談の開催回数の増や新たな相談の開設、専門的な相談に関する関係機関との連携など、市民相談の充実を図ります。

◆絆◆ 平成24年度（現況）
3か年計画

市民相談の充実　（34-7主）

予定事業費

主な予算事業名 広報発行に要する経費

事業内容
事業量等

広報広聴課

ビジュアル面（写真・動画・音声など）を充実します。また、市民と行政や市民同士の交流が図れる新たなコミュニケーション機能の
導入について検討します。

平成24年度（現況）
3か年計画

市公式サイト（ホームぺージ）の充実　（34-6主）
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基本方針

１　経営管理の充実

２　安定的で健全な財政運営の推進

３　情報化の推進

４　組織の強化

５　公共施設の維持管理

指標番号 現状 目標（平成28年度）

指標１ ― 80%

指標２
60.20%

（平成23年度予算）
65.00%

指標３
広報紙による財政状
況の公表   　年2回

財政情報紙発行
年2回

指標４
61.60%

（平成22年度）
68%

計画事業

№ 1

平成25年度 平成26年度 平成27年度

行財政改革基本計画の
推進

行財政改革基本計画の
推進

行財政改革基本計画の
推進

行財政改革基本計画の
推進

次期行財政改革基本計
画の策定準備（審議会の
設置）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 333 401 401 629

№ 2

平成25年度 平成26年度 平成27年度

経営管理システム手法の
検討

経営管理システムの構築
に向けた調査・検討

経営管理システムの試行

経営管理システムの構
築・運用

経営管理システムの運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

経営管理課・職員課

行政総合マネジメントシステムの改善を図り、組織編成や人材育成等と連動した経営管理システムを構築し運用します。

平成24年度（現況）
3か年計画

経営管理システムの構築及び運用　（35-2主）

予定事業費

主な予算事業名 行政管理事務に要する経費

事業内容
事業量等

平成24年度（現況）
3か年計画

市政世論調査における行政サービスの情
報化、セキュリティ対策等への満足度

経営管理課

行財政改革基本計画に基づき、行政全般にわたる行財政改革を推進します。

行財政改革の推進　（35-1主）

基本構想を推進するために

より質の高い市民サービスを提供していくため、経営資源（人・物・金・情報など）を効率
的、有効に活用した自治体経営を目指します。

今後の
方向性

指標名

行財政運営の充実
35　経営管理

目標指標

行財政改革基本計画達成率

自主財源比率

財政情報の提供
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№ 3

平成25年度 平成26年度 平成27年度

財政白書の発行　年1回

市民との財政情報の共有
方法の検討

財政情報紙の発行
年2回

財政情報紙の発行
年2回

財政情報紙の発行
年2回

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 4

平成25年度 平成26年度 平成27年度

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

現年度分未納者への早
期対応

滞納繰越分の滞納処分
強化

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

情報セキュリティマネジメ
ントシステムの整備・運用

　内部・外部監査の実施
　職員研修の実施
　　（年1回）

情報セキュリティマネジメ
ントシステムの整備・運用

　内部・外部監査の実施
　職員研修の実施
　　（年1回）

情報セキュリティマネジメ
ントシステムの整備・運用

　内部・外部監査の実施
　職員研修の実施
　　（年1回）

情報セキュリティマネジメ
ントシステムの整備・運用

　内部・外部監査の実施
　職員研修の実施
　　（年1回）

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 821 821 821 821

№ 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

《住民情報システム》
　運用・開発
《福祉保健総合システム》
　継続
《住基ネットシステム》
　運用
《庁内ＬＡＮシステム》
　一部更改・運用

《住民情報システム》
　改修・開発・運用
《福祉保健総合システム》
　開発・運用
《住基ネットシステム》
　機器更改・運用
《庁内ＬＡＮシステム》
　一部更改・運用

《住民情報システム》
　運用
《福祉保健総合システム》
　運用
《住基ネットシステム》
　運用
《庁内ＬＡＮシステム》
　一部更改・運用

《住民情報システム》
　運用
《福祉保健総合システム》
　運用
《住基ネットシステム》
　運用
《庁内ＬＡＮシステム》
　運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 179,836 226,210 177,684 177,684

予定事業費

主な予算事業名 情報管理に要する経費・住民基本台帳ネットワークに要する経費外

事業内容
事業量等

情報管理課

行政の情報化を一層推進するため、情報システム機器の計画的な更改や新たな機能の追加を図り、事務の効率化・高度化を進
めます。

平成24年度（現況）
3か年計画

情報機器の整備と運用　（35-6主）

予定事業費

主な予算事業名 情報化推進に要する経費

事業内容
事業量等

情報管理課

市が保有する情報資産のセキュリティ対策のため、情報セキュリティポリシーの見直しを行うとともに、内部・外部監査の充実を図
ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

情報セキュリティマネジメントシステムの充実　（35-5主）

予定事業費

主な予算事業名 市税収納事務に要する経費

事業内容
事業量等

納税課

適切で実効性のある市税収納対策を検討し、収納率の向上を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

市税収納率の向上　（35-4主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

財政課

市の財政状況をわかりやすく市民に伝えるため、財政情報紙を発行します。

平成24年度（現況）
3か年計画

財政情報の提供　（35-3主）
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№ 7

平成25年度 平成26年度 平成27年度

職員定員管理計画（H24-
H28)の策定

総職員数363人

職員定員管理計画の推
進

総職員数目標361人

職員定員管理計画の推
進

総職員数目標354人

職員定員管理計画の推
進

総職員数目標351人

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 8

平成25年度 平成26年度 平成27年度

人事評価制度の運用 人事評価制度の運用

査定給制度の検討・方針
決定

人事評価制度の運用

査定給制度の実施

人事評価制度の運用

査定給制度の運用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

№ 9

平成25年度 平成26年度 平成27年度

庁内研修の実施・派遣研
修の実施

自己啓発機会の提供

庁内研修の実施・派遣研
修の実施

自己啓発機会の提供

自治大学校への派遣研
修の実施

庁内研修の実施・派遣研
修の実施

自己啓発機会の提供

自治大学校への派遣研
修の実施

庁内研修の実施・派遣研
修の実施

自己啓発機会の提供

自治大学校への派遣研
修の実施

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 7,602 7,752 7,752 7,752

№ 10

平成25年度 平成26年度 平成27年度

公共資産の有効活用に
関する調査・研究

公共資産総合計画の策
定及び運用

公共資産総合計画の運
用

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 0 0

予定事業費

主な予算事業名 職員研修に要する経費

企画政策課・契約管財課

公共資産全般について、今後のあり方や活用等を総合的に検討し、市民サービスの向上と行政コストの削減を目指します。

平成24年度（現況）
3か年計画

事業内容
事業量等

職員課

職員の専門的知識・技術の習得や能力開発、意識改革のため、様々な機会を捉えて職員研修を行います。

平成24年度（現況）
3か年計画

人材育成の充実　（35-9主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

職員課

人事評価制度、自己申告制度の適正な運用を図るとともに、評価結果を処遇に反映する仕組みづくりに取り組みます。

平成24年度（現況）
3か年計画

人事管理制度の充実　（35-8主）

予定事業費

主な予算事業名

事業内容
事業量等

経営管理課・職員課

将来にわたって適正な職員体制となるよう、計画的な定員の管理計画を策定し運用します。

平成24年度（現況）
3か年計画

職員定員管理計画の策定及び推進　（35-7主）

公共資産総合計画の策定及び運用　（35-11）

主な予算事業名

事業内容
事業量等

予定事業費
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№ 11

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施設計
耐震改修工事
　外付けブレース工事
　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ補強工事
　耐震壁補強　ほか

耐震改修工事
　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ補強工事
　開口閉塞工事　ほか

歳入　（千円） 3,668 112,307 36,893 0
歳出　（千円） 24,400 344,501 245,170 0

№ 12

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施設計 機能回復工事
　空調ダンパー改修
　受変電設備改修　ほか

機能回復工事
　外壁・防水改修
　西庁舎棟トイレ改修
　西庁舎棟ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ改修
　ほか

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 114,053 104,851 0

№ 13

平成25年度 平成26年度 平成27年度

市役所庁舎への太陽光
発電設備設置に向けた
調査・研究（補助メニュー
の検討等）

市役所庁舎照明設備の
LED化工事（庁舎1階）

市役所庁舎への太陽光
発電設備設置に向けた
調査・研究（補助メニュー
の検討等）

市役所庁舎への太陽光
発電設備の実施設計及
び設置工事

歳入　（千円） 0 0 0 0
歳出　（千円） 0 0 27,294 80,000

予定事業費

主な予算事業名 庁舎の維持管理に要する経費

事業内容
事業量等

省エネルギー対策や温室効果ガス削減を目的として、市役所庁舎の照明設備のLED化を進めます。また、市役所庁舎の屋上、壁
面等を利用した太陽光発電設備を設置します。

平成24年度（現況）
3か年計画

建築課・契約管財課・環境保全課・企画政策課

予定事業費

主な予算事業名 庁舎の維持管理に要する経費

羽村市庁舎省エネルギー化工事　（35-14主）

事業内容
事業量等

建築課・契約管財課・企画政策課

経年劣化に伴い機能回復の必要が見込まれる設備等について、緊急性・必要性を十分精査したうえで改修工事を実施します。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村市庁舎機能回復工事　（35-13主）

予定事業費

主な予算事業名 庁舎の維持管理に要する経費

事業内容
事業量等

建築課・契約管財課・企画政策課

市役所庁舎が防災拠点として必要十分な耐震性能を具備した施設となるよう、耐震補強が必要な市役所西庁舎棟の耐震改修工
事を実施します。また、非常用自家発電設備の更新、東庁舎棟2階部分への防災の集約配置等の機能強化を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

羽村市庁舎耐震改修工事　（35-12主）
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№ 14

平成25年度 平成26年度 平成27年度

計画の運用
※主な工事を下記に
掲載

計画の運用
※主な工事を下記に
掲載

計画の運用
※主な工事を下記に
掲載

計画の運用
※主な工事を下記に
掲載

栄小学校防音機能復
旧（機器取替）工事実
施設計

栄小学校防音機能復
旧（機器取替）工事

羽村西小学校防音機
能復旧（機器取替）工
事実施設計

羽村西小学校防音機
能復旧（機器取替）工
事

スポーツセンター耐震
改修工事

公共施設耐震診断・改
修の検討

スイミングセンターボイ
ラー等改修工事

自然休暇村ボイラー等
改修工事（実施設計・
工事）

清流会館空調・外壁等
改修工事

羽村東小学校屋上防
水・外壁改修工事

富士見小学校屋上防
水・外壁改修工事

富士見小学校ﾌﾟｰﾙ改
修工事

第二中学校屋上防水
改修工事

第二中学校プール改
修工事

第一中学校防音機能
復旧（機器取替）工事
実施設計

歳入　（千円） 239,596 144,750 10,114 173,202
歳出　（千円） 360,122 299,123 131,382 260,004

各施設の維持管理事業等に要する経費に計上

予定事業費

主な予算事業名

建築課・公共施設所管課

事業内容
事業量等

公共建築物の総合的な維持保全について、計画に基づき、予算と連動した適切な運用を図ります。

平成24年度（現況）
3か年計画

公共建築物維持保全計画の運用　（35-10主）
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